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SPARC Japan ニュースレターでは、各回セミナーの報告に講演やパネルディスカッションを

書き起こしたドキュメントを加え、さらにそのほかの SPARC Japan の活動をご紹介します。 
※所属、肩書はすべて開催当時のものです。 
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■ SPARC Japan 活動報告 
 
学術情報流通推進委員会 

学術情報流通推進委員会の会議資料をウェブサイトで公開しています。 
https://www.nii.ac.jp/sparc/about/committee/ 

 

学術情報流通推進委員会の終了 

SPARC Japan は、2003～2018 年度は「国際学術情報流通基盤整備事業」として、2019～2021

年度は「学術情報流通推進委員会」として活動し、国内学会誌の電子ジャーナル化、オープ

ンアクセス・オープンサイエンスのアドボカシー活動、国際イニシアティブ（arXiv.org、

CLOCKSS、SCOAP3）との連携等に一定の役割を果たしてきました。 

その結果、大学図書館界をはじめとしたステークホルダーにおけるオープンアクセス・オ

ープンサイエンスに係る、各種会議体やアドボカシー活動を行う団体の活動が拡充しており、

検討の結果、学術情報流通推進委員会は、第 1 期（2019～2021 年度）をもって活動を終了す

ることにしました。 

なお、以下は継続して活動します。 

・オープンアクセス・オープンサイエンス等のアドボカシー活動（SPARC Japan セミナー） 

・国際イニシアティブ（arXiv.org、CLOCKSS、SCOAP3）との連携 
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「SPARC Japan 活動の振り返りと今後の方向性」の公開 

学術情報流通推進委員会の終了に伴い、これまでの SPARC Japan の活動を振り返り、関係

するステークホルダーに要請される今後の活動の方向性を提言した報告書「SPARC Japan 活動

の振り返りと今後の方向性」を作成しました。 

報告書は以下ウェブサイトで公開しています。 

https://doi.org/10.20736/0002000313 

 

arXiv.org 活動支援について 

arXiv.org< https://arxiv.org/ >は、物理学、数学、コンピュータサイエンス等のプレプリント

サーバとして、同分野を中心とした研究成果のオープンアクセスとアーカイブを進めていま

す。2022 年 1 月に収録論文数が 200 万件を突破し、年間ダウンロード数は約 3.7 億件以上で、

総ダウンロード数は 2022 年 4 月時点で約 23 億件です。 

利用件数上位の機関による財政支援があり、2013 年に開始した「arXiv.org 会員制プログラ

ム」により 2019 年末で 30 カ国 243 機関が参加しています。 

日本においては、arXiv.org の利用実績が多い研究機関がコンソーシアムを形成してこの取

組みを支援しており、2009 年から国立情報学研究所にて、参加意向確認および年会費の取り

まとめを行っています。 

arXiv.org の利用頻度が高い国内機関に対して 2021 年の参加意向調査を行った結果、2022 年

3 月末現在の参加機関は 16 機関です。 

2022 年 1 月より新規記事に対して DOI が自動的に付与されることとなりました。 

arXiv.org に関しては以下ウェブサイトを公開しています。 

https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/arXiv/ 

関連会議は、以下のとおり開催され、日本の参加機関を代表して国立情報学研究所武田英

明教授が参加しました。 

・Member Advisory Board Annual Meeting 2021 年 10 月 4 日～5 日（オンライン） 

 

CLOCKSS 活動支援について 

CLOCKSS（Controlled Lots of  Copies Keep Stuff  Safe）< https://clockss.org/ >は、全世界の研

究者のために電子的な学術コンテンツの長期保存を実現することを目的として活動していま

す。具体的にはアーカイブとそれを運営するコミュニティを構築して、コンテンツが出版社

から提供されなくなった場合にアーカイブ上のコンテンツを広く利用できるようにするなど

の取り組みを行っています。また、コンテンツを保持する世界 12 のノード機関の一つとして、

国立情報学研究所が参画しています。 

日本においては、2013 年から国立情報学研究所にて、参加意向確認および年会費の取りま

とめを行っています。 

大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）会員館を中心に 2021 年の参加意向調査を行っ

た結果、2022 年 3 月末現在の参加機関は 101 機関です。 

https://doi.org/10.20736/0002000313
https://arxiv.org/
https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/arXiv/
https://clockss.org/
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関連会議は、以下のとおり開催され、日本の参加機関を代表して国立情報学研究所武田英

明教授が参加しました。 

・CLOCKSS Board of  Directors 会議 2021 年 6 月 23 日、9 月 28 日、2022 年 2 月 22 日（オン

ライン） 

 

SCOAP3活動支援について 

SCOAP3< https://scoap3.org/ >は、欧州原子核研究機構（CERN）が主導する、高エネルギ

ー物理学（HEP）分野の査読付き学術雑誌論文のオープンアクセスを実現する国際連携プロ

ジェクトです。日本においては、SCOAP3 対象誌を購読している研究機関を中心に、従来図書

館が出版社に支払ってきた購読料を、論文出版加工料（APC）に振り替えることで、HEP 分

野の主要な学術雑誌のオープンアクセスを支援しています。 

日本においては、2014 年から国立情報学研究所にて、参加意向確認および年会費の取りま

とめを行っています。 

フェーズ 3（2020-2022 年）を支援する国内機関を中心に 2021 年の参加意向調査を行った結

果、2022 年 3 月末現在の参加機関は 82 機関です。 

また、2019 年の GOVERNING COUNCIL 会議において 1 年限りのプロジェクトとして承認

された書籍を対象とする SCOAP3 for Books パイロットプロジェクト< 

https://scoap3.org/scoap3-books/ >について、2021 年 3 月に SCOAP³参加機関宛に関心調査を行

った結果、18 機関に賛同をいただけました。 

SCOAP3 に関しては以下ウェブサイトを公開しています。 

https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/scoap3/ 

関連会議は、以下のとおり開催され、日本の参加機関を代表して高エネルギー加速器研究

機構（KEK）池松克昌特任専任 URA および国立情報学研究所山地一禎教授が参加しました。 

・GOVERNING COUNCIL 会議 2021 年 11 月 3 日～4 日（オンライン） 

 

  

https://scoap3.org/
https://scoap3.org/scoap3-books/
https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/scoap3/


   SPARC Japan NewsLetter NO.45 

4 

■ SPARC Japan セミナー報告 
 

SPARC Japan セミナー2021 

「研究データポリシーが目指すものとは」 

2022 年 2 月 22 日（火） オンライン開催 参加者（Webex Events）：297 名 

 
次ページ以降に、当日参加者のコメント（抜粋）、企画後記およびドキュメント全文（再掲）を掲載しています。

その他の情報は SPARC Japan の Web サイトをご覧ください。 

(https://www.nii.ac.jp/sparc/event/2021/20220222.html) 

 

企画概要 

2021 年にユネスコよりオープンサイエンスの勧告が出されて、オープンサイエンスと研究成果の共有・公開が

国際的に最重要視される中、日本ではその具体化を進め、統合イノベーション戦略 2021 により、大学・大学共同

利用機関法人・国立研究開発法人等の機関には、データポリシーの策定が年限付きで求められています。 

 

このため各機関では、データポリシーの検討が進んでいますが、その過程において、機関の置かれた環境に応

じて様々な課題が見え始めています。 

 

その一方、データポリシーの策定はオープンサイエンス実現のための手段であり、それ自体が目標ではありま

せん。 

 

本セミナーでは、政策関係者・大学関係者・研究データ流通関係者など、様々なステークホルダーが一堂に集

い、データポリシーの意義と、その先のビジョンの一つである FAIR 原則に基づくデータの利活用推進のために必

要な考えやアクションは何かについて討論を交わし、地に足のついた研究データポリシーの策定に役立てます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

https://www.nii.ac.jp/sparc/event/2021/20220222.html
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参加者から

（大学/図書館関係） 

・研究データポリシーの策定そのものではなく、それ

を含んだ研究データ利活用全体の在り方について、

様々な機関や分野の関係者から意見を聴くことができ、

自機関での研究データ管理を考える参考になった。 

・研究データ管理には管理の問題と利活用の問題があ

り、更に前者には研究者の立場から評価問題や、後者

には政策的な「国益」の思惑と研究機関としてよりよ

い研究をしたいという展望とがあることが実感として

わかった。 

・研究データポリシー策定の期限が迫る中で、どのよ

うな点を考えて策定していくべきか、など大変参考に

なりました。また、現在策定中やこれから策定に向け

て動く大学、機関様も多いと思われ、機関の中で他部

署との連携の必要性を再確認できました。 

・大変参考になりました。ポリシーを策定する前に自

分の大学の研究の特色、ポリシーは何のために作るの

か、研究活動の方向性を明確にするという話が非常に

参考になりました。 

（大学/研究者） 

・データポリシーの策定は「機関のミッションに立ち

戻る機会です」という発言がよかった！ 

・2 時間議論の予定で驚きましたが、とてもすばらし

く、あっという間でした。ありがとうございました。 

・今後のデータポリシーをどうすべきなのか、大変参

考になりました。一定期間後の開催を希望します。 

（大学/その他） 

・色々なステークホルダーの具体的な問題点が把握で

きてよかったです。ありがとうございました。 

（その他/その他） 

・国の状況と大学等の実際に研究データの利活用を担

う方の意見を聞けたのが良かった。 

・文科省担当官による政策紹介と展望があったので、

制度整備のスケージュールを含む全容の俯瞰ができ

てよかった。 

 

 

 

企画後記

これから策定されるデータポリシーが、研究者に

負担を強いるものではなく、データの利活用を推進

し、科学を進展させるものにするためにはどうすれ

ばよいのか、何が課題なのか、たくさんのヒントを

得られました。引き続き、国内外の動向をふまえた

議論を定期的に行えればと思います。 

池内 有為 

（文教大学） 

セミナー企画 WG 委員として、今回始めて関わら

せていただいたテーマが「研究データポリシーが目

指すものとは」でした。一大学図書館員として所属

機関で関わるテーマでもあり、田野学長のお考えを

踏まえ、方向性や課題を確認する機会にもなりまし

た。多彩な登壇者からの多角的な意見交換もあり、

同じく研究データに関わる方々に学びになるセミナ

ーとなったのではないかと思います。 

上野 友稔 

（電気通信大学） 

今年度の SPARC Japan セミナーは諸事情で年 1 回

の開催となりました。そのため、最初は色々詰め込

んだ総花的な企画となりましたが、研究データとポ

リシーに絞ることで時間も内容も（これでも）コン

パクトになりました。多くの関心をいただけてホッ

としております。 

林 和弘 

（科学技術・学術政策研究所） 
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2 部にわたる総合討論で様々な立場の関係者の

方々の見解をうかがうことができ、非常に充実した

セミナーになったと思います。企画 WG メンバーと

しての参加は今回が最後となりますが、企画から携

わらせていただくことで、非常に多くのことを学ば

せていただきました。ありがとうございました。 

安原 通代 

（国立情報学研究所） 

本年度はセミナー回数が１回だったので、WG 全

メンバーでセミナー内容を検討しました。これは初

めての試みで、何度も会合を重ねるなどいつもの年

より時間はかかりましたが、WG メンバー間の理解

を深めることができました。セミナー当日に交わさ

れた、深くかつ射程の広い議論は、こうした WG 内

での議論があってこそ可能になったと思います。 

八塚 茂 

（バイオサイエンスデータベースセンター） 

 

 

今回のセミナーでは、研究データポリシ－の策定

について様々な立場からの議論やコメントをいただ

きました。研究データポリシーは、よりよい研究活

動が行われるために作られるもであって、そのため

には単に政策上の要請があるからということにとど

まることなく、丁寧な議論が積み重ねられ、前向き

に取り組まれる必要があると思います。今回のセミ

ナーもそういった議論の場の一つになったのではな

いかと思います。 

矢吹 命大 

（横浜国立大学） 

討論だけでも 2 時間に及ぶ長丁場！ しかもオ

ンライン開催にも関わらず、終始、聴衆の皆様の高

い関心と熱気が伝わってくるようでした。今回提示

された多様なご意見・ご経験が、各機関での研究デ

ータポリシー策定の一助となれば幸いです。 

山形 知実 

（北海道大学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本誌についてのお問い合わせ 

国立情報学研究所 SPARC 担当 

E-mail co_sparc_all@nii.ac.jp FAX 03-4212-2375 

https://www.nii.ac.jp/sparc/ 
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本セミナーの概要 
 2021 年にユネスコからオープンサイエンスの勧告

が出され、オープンサイエンスおよび研究成果の共

有・公開が国際的に進められてまいりました。日本に

おいても統合イノベーション戦略 2021 によって、大

学などの研究機関にはデータポリシーの策定が年限付

きで求められています。このため、各機関ではデータ

ポリシーの検討が進んでいることと思いますが、その

過程において、機関の置かれた環境に応じてさまざま

な課題が見え始めています。その一方で、データポリ

シーの策定はオープンサイエンス実現のための手段で

あって、それ自体が目標というわけではありません。 

 そこで本セミナーでは、政策関係者・大学関係者・

研究データ流通関係者など、さまざまなステークホル

ダーが一堂に集い、データポリシーの意義と、その先

のビジョンの一つである FAIR 原則に基づくデータの

利活用推進のために必要な考え方や具体的なアクショ

ンは何かということについて、ざっくばらんに討論を

交わし、地に足のついた研究データポリシーの策定に

役立てていきたいと考えております。 

本セミナーの構成 
 本セミナーでは、まず 3 名の講演者の方からご講演

いただきます。初めに文部科学省研究振興局の三宅様

から「研究 DX を巡る政策動向から見る研究データポ

リシーの役割」について、続いて、電気通信大学の田

野学長から「大学が目指す共創進化スマート社会とそ

の Science2.0 への展開」について、最後に NII の大波

様から「学術情報インフラが実現する研究データの管

理と循環」と題して NII 研究データ基盤（NII Re-

search Data Cloud）についてお話しいただきます。 

 その後、総合討論第 1 部「研究データポリシーをめ

ぐる論点整理を中心に」では、データポリシーが目指

す理念、科学研究をどのようにしていくのかというこ

とについてディスカッションします。総合討論第 2 部

「研究データに関わる各ステークホルダーとの議論」

では、ご講演者 3 名に加えて、既にデータポリシーを

策定された研究機関の方、さらに SPARC Japan セミナ

ーの企画ワーキンググループのメンバーも加わり、ポ

リシーの理念はよく分かるけれども、実際にやってみ

てどうなのか、現場として実務の上ではどんなギャッ

 

 
  
 

SPARC Japan セミナー2021 

 

 

 

開会挨拶 / 概要説明 
 

 
池内 有為 

（文教大学 文学部） 

 
池内 有為 
文教大学文学部専任講師。博士（図書館情報学）。慶應義塾大学法学部卒業（1995年）、同文学研究

科図書館・情報学修士課程修了（1997年）の後、1997年から2005年までフェリス女学院大学附属図

書館勤務。主婦、筑波大学大学院博士後期課程を経て、2019年より現職。専門領域は研究データ共

有とオープンサイエンス。日本学術振興会人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推

進センター研究員、文部科学省科学技術・学術政策研究所客員研究官、2021年度SPARC Japanセミ

ナー企画ワーキングメンバー。 
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プがあるのか、内部で運用した際にどのような大変な

ことがあるのか、そして、どんなところが肝となって

いるのかという論点について意見を交換できればと思

っています。 

 SPARC Japan は、講演者の方だけではなく、会場の

皆さまを加えてのディスカッションが肝だと思ってい

ます。積極的なご質問やご発言を期待しております。 
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研究のデジタル・トランスフォーメーション

（研究 DX）の考え方 
 私からは、研究データポリシーの作成に当たって一

番関連の深い研究 DX の施策動向を、海外の動向等も

踏まえながら紹介させていただきます。研究 DX にも

さまざまな議論があり、いろいろな定義がありますが、

文部科学省としては以下のように定義して進めていま

す（図 1）。 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）を契機と

して、社会におけるデジタル変革や DX 化が進みまし

た。研究分野においても、例えば研究機器のスマート

化・リモート化、スーパーコンピュータ・ネットワー

ク等の情報インフラのデジタル化が進んでいます。一

方、世界を見ると、やはり知の共有を目指した研究成

果のオープン化（オープンサイエンス）が目指されて

いる状況があります。このような状況を踏まえると、

研究の在り方そのものについても大きな変革が起きて

いるのではないかと考えているところです。 

 オープンサイエンスやデータ駆動型研究を推進して

いくことによって、付加価値の高い研究成果を創出し
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研究 DX を巡る政策動向から見る 

研究データポリシーの役割 
 

 
三宅 隆悟 

（文部科学省 学術基盤整備室） 

 講演要旨 

第 6期科学技術・イノベーション基本計画では、オープンサイエンスとデータ駆動型研究の推進が柱の一つとして位置づけら

れた。この方向性の下に、具体的な取り組みとして「公的資金におる研究データの管理・利活用に関する基本的な考え方」が

まとめられ、研究開発を行う機関の責務の一つとしてデータポリシーの作成が位置づけられている。本講演では、研究デジタ

ル・トランスフォーメーション（研究 DX）の推進に向けた政府の政策の動向を解説しつつ、その中での研究データポリシーの

役割・位置づけや現状について紹介する。 

三宅 隆悟 
東京大学大学院情報理工学研究科修士課程修了（情報理工学修士）。2003年文部科学省入省。原子

力、海洋や競争的資金、研究開発基盤等の政策立案に従事。内閣府、内閣官房、復興庁への出向の

ほか、理化学研究所計算科学研究推進室ではスーパーコンピュータ富岳の設置に向けた企画調整業

務を担当。2020年4月より現職。 

 

（図 1） 

研究のデジタル・トランスフォーメーション（研究DX）の考え方

• 新型コロナウイルス感染症を契機として、世界的に社会のデジタル変革
(DX)が一気に進展。

• 研究分野においても、研究設備・機器のスマート化・リモート化、スパコ
ン・ネットワーク等情報インフラ利用拡大といったデジタル化が推進。

• 世界的な知の共有を目指した研究成果のオープン化（オープンサイエン
ス）が進行。

• 研究の在り方そのものに大きな変革期が到来。従来のデジタル化との大き
な違いは「研究データ共有・利活用」。様々な研究データが繋がり、AI・
データ駆動型研究等に利活用されることで、社会や経済、科学を大きく動
かす可能性。

デジタル技術 × 研究データ ⇒ 価値創造
「研究DX」

研究計画・評価分科会（第79回）配布資料（令和4年1月26日）
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てわが国のプレゼンス向上を目指していくためには、

研究データの管理・共有・利活用が重要です。デジタ

ル技術と研究データを合わせることによる価値創造を

目指して進めていく必要があると考えています。 

 このような状況を踏まえて、研究データの共有・利

活用によってデータ駆動型研究による研究プロセスの

変革およびイノベーティブな成果の創出を期待してい

るところです。 

 背景として、研究データや論文の提供が論文掲載の

要件になったり、世界的な出版社や IT 企業がビジネ

スの対象として興味・関心を高めていることもあり、

研究データに関する取り組みは非常に活発化している

状況です。 

 これを踏まえて、そもそも研究データというものが

戦略的資源であって、その共有が論文執筆と同等以上

の価値を持つという基本的な理念を共有していく必要

があります。そのためには、国全体として研究データ

の共有・利活用ができる基盤・体制を整備し、その中

で研究データの共有を促進してデータ駆動型研究を推

進するという流れをつくっていく必要があると考えて

います。これらを早期に起こして動かしていくことで、

国際競争力・協調力の向上を図ることを目指すわけで

す。 

 

情報科学技術が支える学術情報基盤（研究開

発デジタル基盤） 
 もう少し広い観点で言うと、情報科学技術全体で学

術情報基盤をしっかりと支えていく必要があると考え

ています（図 2）。研究データ自体を管理する研究デ

ータ基盤の構築・高度化という観点もありますし、

「富岳」を代表とする国内のスーパーコンピュータを

しっかりとつないで計算のリソースを用意する。また、

つなぐためにはネットワークが必要なので、学術情報

ネットワーク SINET を整備して、これらを一体的に

活用して学術基盤を整備し、例えばマテリアル、ライ

フサイエンス、環境・防災、その他の領域も含めて、

研究データの管理・利活用や DX を進めていくという

ことに取り組んでいます。図 3 は、これに関連する研

究データプラットフォームの一例です。さまざまな分

野において、さまざまなデータプラットフォームが存

在しています。こういうものをつなげて研究を加速し

ていくことを目指しています。 

 

オープンサイエンスに係る世界と日本の動向 
 論文のオープンアクセスと研究データのオープン化

を含む概念であるオープンサイエンスは、2013 年の

G8 による「オープンデータ憲章」の合意を発端に世

界的な潮流となっています。また、それ以外のさまざ

まな国際機関においても議論が行われ、FAIR 原則に

基づくデータの共有や、人材育成・供給などの国際的

な対応が求められているところです。 

 ただ、もちろんオープンといっても全てを公開すれ

ばいいのかというと、当初はそういう議論も若干あっ

たと思いますが、そういうわけではありません。例え

（図 2） 

情報科学技術が支える学術情報基盤（研究開発デジタル基盤）

全国的にオープンな研究開発のデジタル基盤を整備し、全国の「知」が繋がる研究環境を構築・フル活用する
ことで、大学・研究機関における研究開発の在り方を変革

全国の様々な分野・機関の研究データにどこからでもアクセス可能
な、研究データの利活用を支援する研究環境を整備。
全国の研究データを活用することが可能
＆ 共通のデータ管理・保存システムの利用で負担軽減

研究データ基盤の構築・高度化

大学・研究機関 等

●研究データ基盤をフル活用した先駆的なデータ駆動型研究を実施

●全国の大学等で一流の成果をスパコンで創出 ●SINETを活用した遠隔教育や、遠隔
地との共同研究を実施

マテリアル

ライフサイエンス
日本人ゲノム多様性
統合データベース

FANTOM MetaboBank
トランスクリプ
トーム

メタボローム

TogoVar

無機材料データ

高分子データ

鉄鋼材料データ

防 災

環 境

陸海統合地震津波火山観測網

地球規模／各地域の
観測・予測データ

大容量

量なデ

活用

（図 3） 

各分野における研究データプラットフォーム

ライフサイエンス
●理化学研究所
▷理研における研究活動において取得されたデータやデータベースに関するメ
タデータのDB
・理研メタデータベース
▷天然化合物の名称・構造，生物活性情報のほか、物性データや機器分
析データなど。
・NPEdia
▷生命科学分野の画像データと生命システム動態の定量データ
・SSBD:database
・SSBD:repository
▷革新脳プロジェクトによる、マーモセットの脳のMRI画像、マクロレベルの結
合、遺伝子発現マップ、ECoG電極アレイによる機能データ
▷タンパク質の量子化学計算値データベース
・FMOデータベース（タンパク質の量子化学計算値データベース）
▷理化学研究所が運用する全天Ｘ線監視装置ＭＡＸＩの観測データ。
・全天Ｘ線監視装置ＭＡＸＩデータベース

●日本医療研究開発機構（AMED）
▷ 「ゲノム医療実現のためのデータシェアリングポリシー」適用のAMED研究
開発課題における、研究成果に紐付くゲノムデータ及び臨床情報や解析・
解釈結果等を含めたゲノム情報等。
・AGD（AMEDゲノム制限共有データベース）
▷東北メディカル・メガバンク計画のゲノム・コホート調査由来の、健康調査
及び全ゲノム配列情報を含む生体試料の解析情報（基本属性情報、
調査票情報、生理学検査情報、検体検査情報、ゲノム・オミックス情報、
診療情報、MRI画像情報等）を統合したDB 等
・dbTMM
・jMorp

●国立遺伝学研究所
▷ DNA塩基配列と機能注釈データのDB
・DNA Data Bank of Japan（DDBJ）
・Japanese Genotype-phenotype Archive (JGA)
・AMED Genome Group Sharing Database (AGD)

●大阪大学蛋白質研究所
▷生体高分子の立体構造に関するDB
・Protein Data Bank Japan（PDBj）

人文・社会科学
●人間文化研究機構国文学研究資料館
▷日本古典籍ナショナルカタログと、国文研及び国
内外の大学等が所蔵する日本文学を含む古典籍
の全冊画像のデータベース。
・日本古典籍総合目録データベース（目録）
・新日本古典籍総合データベース（画像閲覧）

●一橋大学経済研究所
▷近代日本経済の歴史統計を経済活動の諸分野
にわたって推計、加工して体系的に集成した統計
書である『長期経済統計』全14巻（1965-
1988年）のデータベース。
・長期経済統計データベース(LTES)

マテリアル
●物質・材料研究機構（NIMS）
▷無機材料や高分子材料、金属構造材料の物
質構造等、NIMSの研究活動で得られたデータ、
論文等から収集したデータに加え、論文等で発
表した公知データをメタデータ（試料・装置・手法
などの情報）を付与した形で収録したもの。
・物質・材料データベース（MatNavi）
・材料データリポジトリ（Materials Data 

Repository：MDR）

●情報統合型物質・材料開発イニシアティブ
（MI²I）
▷ NIMSの研究活動で得られた物質・材料の基
礎データや、データ科学的手法等の解析ツールを
格納。

環境・防災
●データ統合・解析システム（DIAS）
▷国内外の各機関が保有する衛星観測、大気・
地上気象観測、海洋観測、気候変動予測モデ
ルの出力DB

●防災科学技術研究所（NIED）
▷調査観測実験データ、シミュレーションデータ、画
像、図面等の調査研究で得られた各種情報等
・高感度地震観測網（Hi-net）
・基盤的火山観測網（V-net）
・日本海溝海底地震津波観測網（S-net）等

●東京大学地震研究所
▷関東甲信越地域、紀伊半島とその周辺地域、
瀬戸内海西部とその周辺地域の地震活動地図、
地震波形データ、及び国立大学微小地震観測
網データを用いた震源カタログ。
・地震活動に関するデータベース

●海洋研究開発機構（JAMSTEC）
▷機構の研究設備等による調査研究の調査観測デー
タ、シミュレーションデータ、画像、図面等の各種データ
等。
・航海・潜航データ・サンプル探索システム（DARWIN）
・深海映像・画像アーカイブス（J-EDI）
・地震研究情報データ提供システム (J-SEIS) 等

●日本原子力研究開発機構（JAEA）
▷各々の試験条件、試験結果等や緩衝材の基本特性
試験によって得られたデータなど
・ガラスの溶解に関するデータベース
・緩衝材基本特性データベース 等

●自然科学研究機構国立天文台
▷国立天文台及び大学の観測装置で共同利用等により取
得した天文観測データ。

・SMOKA
・すばる望遠鏡アーカイブシステム
（STARS） 等

海洋・原子力・宇宙

令和2年8月21日 文部科学省 情報委員会（第11回） 参考資料２より作成
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ば個人情報や秘密情報、特許のような権利的な話や、

わが国にとって重要な情報を含むものなどに関する公

開・非公開については、しっかりと戦略的に行う必要

があります。 

 改めて海外の動向を見ると、オープンアクセスの急

速な普及に伴って、例えば欧州では Plan S や

Horizon2020 のような取り組みでオープンアクセスの

義務化の流れが起こっていたり、さまざまな分野で論

文のエビデンスとなる研究データについて公開が投稿

条件になったりしています。それに合わせて海外大手

出版社が論文出版にとどまらず、研究データを含むさ

まざまな情報を支えるプラットフォームに拡大してい

る状況です。 

 具体的な議論を紹介します。2021 年の G7 における

オープンサイエンスの会議の後、 G7 研究協約

（Research Compact）の中で「データ及びツールを可

能な限りオープンかつ迅速に共有する際の障壁を取り

除くとともに、オープンサイエンスを促進し、オープ

ンで安全かつ透明性のある形で市民への科学の普及を

拡大させ、技術関連のリスクの最小化に努める」とい

うことが掲げられました。こういうものが首脳レベル

での議論の中で出てきたということです。 

 それを時系列で整理したものが図 4 です。もちろん

これに至るまでには、2016 年の G7 茨城・つくば科学

技術大臣会合をはじめ、さまざまな議論が行われてい

ます。当然、日本においても内閣府や、文部科学省で

は科学技術・学術審議会、また日本学術会議等々で議

論が行われて、今の政策の状況につながっているとい

うことです。 

 

科学技術・イノベーション基本計画と、基本

的な考え方 
 ここからは政策の中でどのような位置付けがなされ

ているかを紹介させていただきます。図 5 は、第 6 期

科学技術・イノベーション基本計画の概要です。この

中にさまざまな要素が含まれていますが、「新たな研

究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動

型研究等の推進）」という章が設けられました。基本

計画上も、この取り組みに注力していくということが

表されていると考えます。ここでは、研究データの管

理・利活用、スマートラボ・AI 等を活用した研究の

加速や機器の共用、研究 DX が開拓する新たな研究コ

ミュニティや環境の醸成をしっかりと進めていこうと

いうことが明確にされています。取り組みとしてはさ

まざまな観点から行うこととなっていますが、特に本

日の議論に関係するのが、「公的資金により得られた

研究データの機関における管理・利活用を図るため、

大学、大学共同利用機関法人、国立研究開発法人等の

研究開発を行う機関は、データポリシーの策定を行う

とともに、機関リポジトリへの研究データの収載を進

める。あわせて、研究データ基盤システム上で検索可

能とするため、研究データへのメタデータの付与を進

める」という部分です。こういった取り組みを基本計

画上では求めています。 

（図 4） 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

G7
日、米、英、仏、独、
伊、加

・G7つくば科学技術大臣
会合コミュニケ

-日・英共同議長のオー
プンサイエンスWGを立上

・G7イタリア・トリノ
科学大臣会合 コミュ
ニケ

・G7科学技術大臣宣言 ・G7カービスベイ首脳
コミュニケ、国際科学
技術協力に関する声明

OECD
加盟国：38か国
★世界最大のシ
ンクタンク

・レポート「オープン
サイエンスの実現に向
けて」発行

・公的資金による研究
データへのアクセスに
関する理事会勧告

ユネスコ
加盟国：193か国
★国際協力を促
進

・「科学及び科学研究
者に関する勧告」採択

・「オープン教育資源
（OER）に関する勧告」
採択

・オープンサイエンス
に関する勧告採択

G20
G7、中、露、印、南ア、
豪、メキシコ、韓、トルコ、イ
ンドネシア、サウジアラビア、
アルゼンチン、EU

・G20研究大臣会合大臣
宣言

日本 ・内閣府「国際的動向
を踏まえたオープンサ
イエンスに関する検討
会」報告書

・科学技術・学術審議会
「学術情報のオープン化
の推進について（審議ま
とめ）」
・日本学術会議「オープ
ンイノベーションに資す
るオープンサイエンスの
あり方に関する提言」

・内閣府「国立研究開
発法人におけるデータ
ポリシー策定のための
ガイドライン」

・AXIES「学術機関におけ
る研究データ管理に関
する提言」

・日本学術会議「オー
プンサイエンスの深化
と推進に向けて（提
言）」

・内閣府「公的資金に
よる研究データの管
理・利活用に関する基
本的な考え方」
・AXIES「大学における研
究データポリシー策定
のためのガイドライ
ン」

オープンサイエンス／研究データに係る国内外の動向

第４期科学技術・基本計画 第５期科学技術・基本計画 第６期科学技術・イノベーション基本計画

※関係勧告等を抜粋して表記

（図 5） 

国内外における情勢変化 科学技術・イノベーション政策の振り返り

○ 世界秩序の再編の始まりと、科学技術・イノベーションを中核
とする国家間の覇権争いの激化

○ 気候危機などグローバル・アジェンダの脅威の現実化
○ ITプラットフォーマーによる情報独占と、巨大な富の偏在化

○ 目的化したデジタル化と相対的な研究力の低下
－ デジタル化は既存の業務の効率化が中心、その本来の力が未活用
－ 論文に関する国際的地位の低下傾向や厳しい研究環境が継続

○ 科学技術基本法の改正
科学技術・イノベーション政策は、自然科学と人文・社会科学を融合した
「総合知」により、人間や社会の総合的理解と課題解決に資するものへ

○ 国際社会の大きな変化
－ 感染拡大防止と経済活動維持のためのスピード感のある社会変革
－ サプライチェーン寸断が迫る各国経済の持続性と強靱性の見直し

○ 激変する国内生活
－ テレワークやオンライン教育をはじめ、新しい生活様式への変化

現状認識

科学技術・イノベーション基本計画（概要）

新型コロナウイルス感染症の拡大

加
速

我が国が目指す社会（Society 5.0）

【経済的な豊かさと質的な豊かさの実現】
誰もが能力を伸ばせる教育と、それを活かした多様な働き方を可能とする労働・雇用環境の実現
人生100年時代に生涯にわたり生き生きと社会参加し続けられる環境の実現
人々が夢を持ち続け、コミュニティにおける自らの存在を常に肯定し活躍できる社会の実現

一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が実現できる社会

サイバー空間とフィジカル空間の融合に
よる持続可能で強靱な社会への変革

新たな社会を支える人材の育成
新たな社会を設計し、
価値創造の源泉となる「知」の創造

「グローバル課題への対応」と「国内の社会構造の改革」の両立が不可欠

 総合知やエビデンスを活用しつつ、未来像からの「バックキャスト」を含めた「フォーサイト」に基づき政策を立案し、評価を通じて機動的に改善
 5年間で、政府の研究開発投資の総額 30兆円、官民合わせた研究開発投資の総額 120兆円 を目指す

Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

（１） サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出
• 政府のデジタル化、デジタル庁の発足、データ戦略の完遂（ベースレジストリ整備等）
• Beyond 5G、スパコン、宇宙システム、量子技術、半導体等の次世代インフラ・技術の整備・開発

（２） 地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続なイノベーションの推進
• カーボンニュートラルに向けた研究開発（基金活用等）、循環経済への移行

（３） レジリエントで安全・安心な社会の構築
• 脅威に対応するための重要技術の特定と研究開発、社会実装及び流出対策の推進

（４） 価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成
• SBIR制度やアントレ教育の推進、スタートアップ拠点都市形成、産学官共創システムの強化

（５） 次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）
• スマートシティ・スーパーシティの創出、官民連携プラットフォームによる全国展開、万博での国際展開

（６） 様々な社会課題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用
• 総合知の活用による社会実装、エビデンスに基づく国家戦略※の見直し・策定と研究開発等の推進
• ムーンショットやSIP等の推進、知財・標準の活用等による市場獲得、科学技術外交の推進

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革

（１） 多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築
• 博士課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大、若手研究者ポストの確保
• 女性研究者の活躍促進、基礎研究・学術研究の振興、国際共同研究・国際頭脳循環の推進
• 人文・社会科学の振興と総合知の創出（ファンディング強化、人文・社会科学研究のDX）

（２） 新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）
• 研究データの管理・利活用、スマートラボ・AI等を活用した研究の加速
• 研究施設・設備・機器の整備・共用、研究DXが開拓する新しい研究コミュニティ・環境の醸成

（３） 大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張
• 多様で個性的な大学群の形成（真の経営体への転換、世界と伍する研究大学の更なる成長）
• 10兆円規模の大学ファンドの創設

知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

探究力と学び続ける姿勢を強化する教育・人材育成システムへの転換
• 初等中等教育段階からのSTEAM教育やGIGAスクール構想の推進、教師の負担軽減
• 大学等における多様なカリキュラムやプログラムの提供、リカレント教育を促進する環境・文化の醸成

一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

※AI技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル、宇宙、海洋、環境エネルギー、健康・医療、食料・農林水産業等

国際社会に発信し、世界の人材と投資を呼び込むこの社会像に「信頼」や「分かち合い」を重んじる我が国の伝統的価値観を重ね、Society 5.０を実現

社
会
か
ら
の
要
請

知
と
人
材
の
投
入

【持続可能性の確保】
 SDGsの達成を見据えた持続可能な地球環境の実現
現世代のニーズを満たし、将来の世代が豊かに生
きていける社会の実現

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会

【強靱性の確保】
災害や感染症、サイバーテロ、サプライチェー
ン寸断等の脅威に対する持続可能で強靭な
社会の構築及び総合的な安全保障の実現

Society 5.0の実現に必要なもの

「総合知による社会変革」と「知・人への投資」の
好循環
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 それを具体的に進めるために、2021 年 4 月に、閣

僚級会議である統合イノベーション戦略推進会議で

「公的資金による研究データの管理・利活用に関する

基本的な考え方」が決定されています。この中では、

研究データ基盤システムを整備し、これを中核的なプ

ラットフォームとして、研究データの管理・利活用に

向けた取り組みを推進していくということが書かれて

います。さまざまなデータプラットフォームとの連携

を推進し、また大学・研究機関等においては研究デー

タにメタデータを付与して収載していく、資金配分機

関においても公募型の研究資金の中にその考え方を入

れていくということが定められています。 

 「基本的な考え方」において目指す主要な数値目標

としては、機関リポジトリを有する全ての大学等にお

いて、2025 年度までにデータポリシーの策定率が

100％になること、また、公募型の研究資金の新規公

募分について、2023 年度までにデータマネジメント

プラン（DMP）およびそのメタデータの付与を行う

仕組みの導入率が 100％になることが掲げられて、今、

進められている状況です。 

 もう少し詳細をご紹介します（図 6）。「基本的な考

え方」は、最初に目的をしっかりと書いており、そも

そもなぜこういうことをするのかという理念を表現し

ています。「1.目的」の部分では、研究データはわが

国のみならず世界にとって重要な知的資産となってい

るという考え方を基に、さまざまな取り組みを進めて

いきましょうということを書いています。 

 「2.研究データの定義等」では、研究データや管理

対象データの定義をしています。ここで大事なのは、

研究データそのものというと、研究開発の過程で生み

出された全てのデータを指しますが、当然それを全部

保管したり管理したりするには手間がかかり、無駄も

多いです。そのため、管理対象データを決めて、その

範囲でしっかりと管理していこうというのがここでの

考え方です。 

 その中で、研究データの公開・共有の考え方として、

「公開」とは、一般の方にも見ることができるような

共有化の形で研究データを供すること、「共有」とは、

アクセス権を付与された限定された人に研究データを

供することとしています。ここでは公的資金の話によ

る研究データのことも整理していますので、公的資金

による論文のエビデンスとしての研究データは原則公

開として、その他についても可能な範囲で公開するの

が望ましいとしています。やはり研究データは、単純

に公開や共有をすることが目的なのではなく、合理的

な理由により公開・共有範囲を研究者が設定して、し

っかり管理しましょうということがここで整理されて

います。当然、これをいったからといってできるわけ

ではありませんので、さまざまな取り組みを合わせて

進めていくことを考えています。 

 「3.研究データ基盤システムの運用とメタデータの

付与による研究データの検索体制の構築」には、NII 

Research Data Cloud を中核的なプラットフォームとし

て位置付け、しっかりと運用していく、開発していく

ということを書いています。 

 また、各ステークホルダーにおいての責務、すべき

ことを書いているのが図 7 です。「6.研究者の責務」

では、研究者が管理対象データの決定、メタデータの

付与、DMP の作成を行い、保存し、オープン・アン

ド・クローズ戦略に基づいて公開・共有することを求

めています。 

 それを行うための機関としての責務を「4.研究開発

を行う機関の責務」にまとめています。データポリシ

ーの策定や、研究データへのメタデータの付与の推進、（図 6） 

公的資金による研究データの管理・利活用に関する基本的な考え方【概要】
（令和３年４月２７日 統合イノベーション推進会議 決定）

１.目的

２.研究データの定義等

○デジタル・トランスフォーメーション（DX）の進展に伴い、研究開発活動の変容が進んでいる。また研究成果の発表手段の多様化に
より、オープンサイエンス等の世界的な知の共有を目指した研究成果のオープン化が進みつつある。

○世界的な出版社による論文発表の寡占が進展するなど、研究成果や研究プロセス全体で得られたデータをビジネスの対象とする動き
も見られ、研究データは、我が国のみならず世界にとって重要な知的資産となっている。

＜研究データ及び管理対象データの定義・範囲＞
○「研究データ」とは、公的資金による研究開発の過程で生み出される全てのデータで、電磁的な形態により管理可能なものをいう。

研究ノートやメモ、実験や観測、シミュレーション等から直接得られたデータやそれを加工したデータ、論文のエビデンスとなる
データ等が含まれる。

○「管理対象データ」とは、研究データのうち、研究者の所属する大学、大学共同利用機関法人、国立研究開発法人等の研究開発を行
う機関や資金配分機関の基準等に基づいて、管理・利活用の対象として、研究者がその範囲を定めるものをいう。

＜研究データの公開・共有の考え方＞
○「研究データの公開」とは、一般に任意の者に利活用可能な状態で研究データを供することをいう。
○「研究データの共有」とは、アクセス権を付与された限定された者に利活用可能な状態で研究データを供することをいう。

 公的資金による論文のエビデンスとしての研究データは原則公開とし、その他研究開発の成果としての研究データについても可能な
範囲で公開することが望ましい。

 つまり、研究データは、単純に、公開や共有を是とするのではなく、オープン・アンド・クローズ戦略に基づいて、合理的な理由に
より公開及び共有の範囲を研究者が設定すべき。

３.研究データ基盤システムの運用とメタデータの付与による研究データの検索体制の構築

＜研究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）の運用＞
○研究データを適切かつ効率的に管理・利活用するためには、クラウド上で研究データの管理・公開・検索を促進するシステムを中心

とした研究データ基盤を構築することが効果的。
○国立情報学研究所が整備を進め、2020年度に本格運用を開始した研究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）を、我が国

における研究データの管理・利活用のための中核的なプラットフォームとして位置付ける。
＜メタデータの付与による研究データの検索体制の構築＞
○研究開発を行う機関は、データポリシーの策定を行うとともに、機関リポジトリへの研究データの収載を進める。併せて、研究デー

タ基盤システム上で検索可能とするため、研究データへのメタデータの付与を進める。
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それを支援する体制の整備・評価などです。 

 また、公募型の研究資金における資金配分機関

（FA）の責務については 5 に記載しており、DMP や

メタデータの項目の決定、これらの取り組みの評価体

系の導入、e-Rad への登録を求めています。 

 オープンサイエンスの話を中心に説明しましたが、

7 にあるように、これらの取り組みは研究公正の観点

からも非常に重要です。近年、学術論文の査読に当た

って、研究公正の観点から研究データの提供やリポジ

トリでの保存等が求められる場合があります。当然、

研究公正の確保は機関や研究者にとって非常に大事な

ことですので、これらをしっかりと説明できるように

するためにも、研究データはデータポリシーに従って

適切に保存・管理される必要があります。 

 

研究データ基盤システム（NII Research Data 
Cloud） 
 これらに関係する施策をご紹介します（図 8）。研

究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）は、

データ管理基盤である GakuNin RDM、検索基盤であ

る CiNii Research、公開基盤である JAIRO Cloud の三つ

の基盤から構成されており、オープン・アンド・クロ

ーズ戦略に対応した研究データ基盤として開発されて

います。当然ながら、今後管理する上での負担軽減も

進めていく必要があるため、例えばデータマネジメン

トプランに基づくデータ管理支援や大学等研究機関の

情報管理といった負担軽減や、研究活動の支援がしや

すくなるような改良・高度化を文部科学省としてもし

っかりと支援していきたいと考えています。 

 

研究データポリシー策定のためのガイドライ

ン整備状況について 
 二つのガイドラインをご紹介します。元々のデータ

ポリシーの策定については、2018 年の「統合イノベ

ーション戦略」において求められた関係で研究開発法

人が先行して動いています。そして 2018 年に「国立

研究開発法人におけるデータポリシー策定のためのガ

イドライン」が定められて、取り組むべき事項や定め

るべき項目が列挙されました。 

 大学関係については、領域が広く、また自主性の問

題もあり、国においてのガイドライン策定はなかなか

進んでいませんでしたが、2021 年に大学 ICT 推進協

議会（AXIES）で「大学における研究データポリシー

策定のためのガイドライン」を策定していただきまし

た。ここでは、研究データポリシー策定に当たっての

留意点等々が整理されています。 

 

データポリシーとデータマネジメントプラン

（DMP） 
 研究開発法人につきましては、全法人についてデー

タポリシーの策定を目指すということが以前から行わ

れており、文部科学省所管の 7 法人は全て策定済みで

す。大学の方で先行して策定された事例も把握してい

ます。これらの整備状況も参考にしながら、ぜひ各機

（図 7） 

４.研究開発を行う機関の責務 ５.公募型の研究資金における資金配分機関の責務

６.研究者の責務

○ DMP 項目の決定
○メタデータ項目の決定
○研究データの管理・利活用に関する取組状況の評価体系への導入
○研究データの管理・利活用に関する取組状況のe-Rad への登録

○データポリシーの策定
○機関リポジトリへの研究データの収載と研究データへの

メタデータの付与の推進
○研究データマネジメント人材・支援体制の整備及び評価
○セキュリティの確保、関係諸法令の遵守等

○管理対象データの決定
○メタデータの付与
○ DMP の作成
○研究データの保存
○オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究データの公開・共有
○公募型の研究資金によるプロジェクト等の終了後の取扱い

７.研究公正

自由で開かれた研究活動を尊重し、我が国と価値観を共有する国・地域・国際機関等（EU、G7、OECD 等）との間で、研究データの管
理・利活用に関する連携を進める。具体的には、我が国の研究データ基盤システムとこれに相当する海外のシステムとの間で、十分な
セキュリティを確保した上で相互運用性を確立し、研究データの管理・利活用に関する国際的な連携を構築することにより、グローバ
ルプラットフォームの構築を目指す。

○近年においては、学術論文の査読にあたり、研究公正の観点から、実験結果等の根拠となる研究データの提供や、FAIR 原則に基づ
くリポジトリでの保存を求められる場合がある。

○研究公正の確保は、研究開発を行う機関及び研究者にとって重要な責務であり、研究データは研究開発を行う機関のデータポリシー
等に則って適切に保存・管理される必要がある。

８.国際展開

内閣府は関係各省の協力を得て、研究データの管理・利活用に関する継続的なモニタリング等をもとにその実態を把握するとともに、
本考え方で示した事項の更なる改善に向けた検討を行う。第6期科学技術・イノベーション基本計画では以下の目標等が設定されてい
るため、これを着実に推進するものとする。

９.本考え方のフォローアップ

（図 8） 

• 機関リポジトリ＋分野別リポジトリやデー
タリポジトリとも連携

• 研究者や所属機関、研究プロジェクトの情
報とも関連付けた知識ベースを形成

• 研究者による発見のプロセスをサポート

長期保存対応ストレージ領域

Cold
Storage

Cold
Storage

Cold
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

データ公開基盤

メタデータ集約・管理
知識ベースの構築

成果論文 研究データ

機関向け研究データ管理公開・蓄積管理・保存

検索・利用

非公開 共有 公開
• データ管理基盤における簡便な操作で研究

成果の公開が可能
• 図書館員やデータキュレータによる、メタ

データや公開レベル統計情報などの管理機
能の提供

• データ収集装置や解析用計算機とも連携
• 研究遂行中の研究データなどを共同研究者

間やラボ内で共有・管理
• 組織が提供するストレージに接続した利用

が可能

分野別
リポジトリ

海外の
研究データ
公開基盤DOI ORCIDデータ検索基盤

by

直結

アクセスコントロール

実験データ
収集装置

解析用
計算機

データ管理基盤

次期

研究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）

「https://rcos.nii.ac.jp/service/」より引用
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関においてマネジメントプランの検討を進めていただ

ければと思っています。 

 また、資金配分機関、競争的資金の関係でも順次検

討を進めています。図 9 は文部科学省における研究デ

ータマネジメントプランに関する検討状況です。文部

科学省が直接公募を行う各競争的資金制度においても、

研究データマネジメントプランに関する記載の追記を

検討しており、既に追記された公募も先行して行われ

ています。こちらにつきましては、当室と競争的資金

の関係を行っている文部科学省の関係部署とも具体的

な書きぶりについて相談して、2023 年以降は、基本

的に新規の公募についてはこのような記載が入る形で

準備を進めているところです。 

 また、資金配分機関でも、先行して動いている例が

あります。科学技術振興機構（JST）であれば、さき

がけ、CREST 等で 2017 年度より実施方針について記

載があります。日本医療研究開発機構（AMED）、新

エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）におい

ても 2018 年よりこの記載がされています。日本学術

振興会（JSPS）の科学研究費補助金（科研費）の関係

では、2021 年度の学術変革領域公募において明示し

ています。その他の内容についても現在検討中と聞い

ています。 

 

研究データ公開のポジティブな影響 
 最後に、研究データ公開に関してのポジティブな影

響を一つご紹介します。図 10 は、科学技術・学術政

策研究所（NISTEP）が実施した日本の研究者による

データ・論文の公開状況への認識を明らかにするため

の調査（研究データ公開と論文のオープンアクセスに

関する実態調査 2020）のうち、研究データを公開す

ることによって得られるポジティブな影響に関する調

査結果を抜粋したものです。今回モデレーターを務め

ていただいている林先生、池内先生を中心に行った調

査と聞いていますが、簡単に紹介させていただきます。

左の円グラフを見ると、研究データを公開した経験が

ある方の中で、公開によって良い影響があったと回答

した方が 23％いたということです。元々こちらの質

問は自由記述ですので、研究データのメリットを確か

に感じている研究者の方がいるということだと思いま

す。右側の表は、研究データの公開の良い影響として

回答された内容の詳細です。例えば、共同研究や交流

の契機になった、引用の増加や認知度の向上につなが

ったという回答があり、研究データの公開は研究活動

にとって確かに良い影響があると感じている先生方も

いるということだと思っています。 

 ここまで、いろいろな内容をご紹介してきましたが、

研究データの管理・利活用に向けてさまざまな施策を

打っています。文部科学省としても、その管理・利活

用がしっかりとできるような形で基本整備を進めてい

きたいと思います。各機関、各研究においてこのよう

なことに取り組んでいただき、さまざまな形で研究デ

ータの管理・利活用を進めていければと思っておりま

すので、ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

（図 9） 

○文部科学省が公募を行う各競争的研究費制度においても、「研究データマネジメントプラン（DMP）」に関する記載
を公募要領へ追記するなどDMPの導入に関して、随時検討が進められているところ。

○現状のDMPフォーマットに関しては、 「研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ報告書@ 2019年10
月」で示されたDMPの一般的項目を参照。（参照：https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kokusaiopen/houkokusho.pdf ）
→・統計エキスパート人材育成プログラム
・革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業 等で導入済

（公募要領への表示例）
【本制度】に採択された【研究代表者】は、研究機関におけるデータポリシー等を踏まえ、研究活動により成果として生じる研究データの保存・管
理、公開・非公開等に関する方針や計画を記載した【データマネジメントプラン】を作成し、本プランに基づいた研究データの保存・管理・公開を
実施した上で研究活動を遂行していただきます。なお、本プランは、研究を遂行する過程で変更することも可能です。

また、本プランは、【交付申請書／研究計画書】と合わせて《配分機関》へ提出していただきます。なお、提出いただいたデータマネジメントプ
ランは、今後の研究者支援の改善や、本方針の見直しを含む研究データの保存・管理及び公開にかかる取組の検討・促進に資すること等を目的に、
《配分機関》での分析に活用いたします。また、分析で得られた統計データ等は必要に応じて公開をすることがございます。ただし、個々の研究活
動や研究者個人が特定される情報は一切公開いたしません。

別紙７　データマネジメントプラン様式例・記入例
提出日：YYYY/MM/DD 種別： 新規 ・ 修正 ・ 更新     

※研究の進展に応じ、個別の研究データごとの記述を追記・更新すること※
1. DMP作成・更新情報

DMP作成年月日 YYYY/MM/DD
DMP最終更新年月日 YYYY/MM/DD

2. プロジェクト情報
事業名・種目名
採択年度
事業年度 〜
研究課題番号
研究課題名

3. 担当者情報
本計画書内通し番号 氏名 所属機関・役職 研究者番号等識別子

研究代表者 ① ○○○○ ○○大学・研究員 e-Rad：00000000
研究分担者 ② △△△△ △△研究所・研究開発部門長 NRID：00000000
研究分担者 ③ □□□□ □□センター・特任教授 ORCID：0000000000000000
研究分担者 ④ ☆☆☆☆ ☆☆大学・客員教授 e-Rad：11111111
研究データの取得者又は収集者 ① ① ① ①
研究データの取得者又は収集者 ⑤ ◇◇◇◇ ◇◇大学◇◇研究科◇◇分野・講師 NRID：11111111
研究データの取得者又は収集者 ⑥ ▽▽▽▽ ▽▽大学・大学院博士後期課程 ORCID：1111111111111111 プルダウン項目
研究開発データの管理責任者 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 公開
研究開発データの管理実務者 ⑦ ×××× ××研究所・××部門グループ長 e-Rad：22222222 プルダウン項目 開

有 非公開
4. 研究データ情報 無 その他

No. 取得・収集する研究データの名称
研究データの取得者

又は収集者
研究データの概要 研究データの取得または収集方法 取得研究データ詳細 容量 フォーマット

機微
情報
の有
無

機微情報がある場合の取り扱い方針 研究中の研究データの取り扱い方針
研究中の研究データ保存

場所
研究中の研究データバッ

クアップ場所

研究
データ
の公

開・提
供方針

研究データの公開・提供方針
詳細

研究データの公
開・提供場所

研究事業終了後における
研究データの保存場所

研究事業終了後にお
ける研究データの保

存期間

1

○○の実証における○○撮像デー
タ

① ○○実証において、
○○撮像画像データ

センサを設置し、自ら取得 ○○（規格）を利用した撮像
データ（日時、気温、天候、セ
ンサの設置場所等の詳細情報を
含む）

10GB JPEG 無 △△のデータは取得後随時公開、○○の
データは一定期間経過の後公開

研究代表者が所属する○
○大学（研究室）のスト
レージで保存

研究代表者が所属する○
○大学（研究室）のスト
レージのバックアップ
サービスによる

公開 取得後随時公開 ○○大学機関リポ
ジトリ

機関リポジトリ「○○○
○」

永久保存

2

○○シミュレーションデータ ⑤ ○○時の○○の挙動
を予想するためシ
ミュレーションに

自らシミュレーションを行い取得 ○○（ソフトウェア）を用いる
シミュレーションを行い、処理
により得られたデータ（設定条

20MB フォーマット
未定、テキス
トデータ

有 個人情報の取扱いについては、関係法令
を遵守する。企業との共同研究契約に基
づき研究データを管理する。

企業との共同研究も予定していることか
ら、基本的には非公開とする。公開して
も問題ないと研究データ取得者が判断し

研究中は、各データ取得
者が所属する大学（研究
室）のストレージで保存

各データ取得者が所属す
る大学（研究室）。機関
のストレージのバック

限定公
開

○○のデータは研究事業終了
後までは非公開とし、終了後
（論文発表後）に一部公開開

分野別DB「□□
□」およびfigshare

○○データベース 各種データの保存期
間は、（学内の○○
規定に基づき等）研

　　

実際にデータを取得・収集
した者を想定しています

想定されている関連する標準や方法、品質保証、
データの組織化（命名規則、バージョン管理、
フォルダ構造） 等を記述してください

データの利活用を念頭に置きながら、想定されてい
るデータの収集・分析・処理方法に関する情報、変
数の定義、測定の単位、設定した仮説、データの
フォーマットとファイル種別、使用したソフトウェ
ア 等を記述してください

判明次第、容量を記入してください

フォーマット未定の場合はデータ種別を記入
し、判明次第フォーマットを記入してください

データの保存や共有に関する同意、匿名化処理、セ
ンシティブデータの扱い等を記述してください

データごとに公開・限定的公開・非公開の方針、非
公開の場合の期間、理由等を記述してください

文部科学省における研究データマネジメントプラン（DMP）に関する検討状況

（図 10） 

研究データ公開のポジティブな影響

出典：NISTEP 研究データ公開と論文のオープンアクセスに関する実態調査2020
https://www.nistep.go.jp/archives/49576

データ公開によって良い結果が
得られた経験の有無（自由記述）（n=567）
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●矢吹 寄せられた質問を読み上げさせていただきま

す。「諸外国と比して日本はデータ利活用の面でも既

に出遅れているのではないかと漠然と懸念します。日

本の学術界が魅力的なものになるためには、特にどの

ような政策あるいは研究データポリシーが重要とお考

えでしょうか。お立場からの回答ではなく、個人的見

解でも構いません」。いかがでしょうか。 

 

●三宅 こちらの研究 DX も含めて、さまざまな取り

組みを先行して進められている例はあるかと思います。

諸外国においても、やはり具体的な取り組みをしてい

くことは非常にハードルが高く、研究領域によって、

進んでいるところもあれば、なかなか進んでいないと

ころもあるという状況を聞いています。全てを一括し

て動かしていくのは、このような研究の在り方の変容

のようなことを含む話ではなかなか難しいと考えてお

りますので、まず、できるところから取り組んでいく。

文部科学省としても基盤整備をしっかり行い、使い勝

手のいい形を準備していくということもありますし、

研究の中ではデータ駆動型研究に着目していただく。

全員が全員やらなくてはいけないということはありま

せんが、着目した先生方がそれぞれその研究を進めて

いき、必要な整備を行っていく。もちろん時間が限ら

れているので、ゆっくり取り組めばいいというもので

はありませんが、その繰り返しの中で一歩一歩、着実

に実績を積み重ねて広めていく取り組みが非常に重要

ではないかと考えています。 
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はじめに 
 先ほど研究データポリシーという言葉が随分出てい

ましたが、私はそういう真面目な話ではなく、実際の

応用面で電気通信大学が進めている試みと、それが

Science2.0 に関係するというお話をしたいと思います。

具体的には、本学が目指す共創進化スマート社会とは

どのようなものかということと、実際に行っているこ

と、実は Science2.0 に共創進化スマート社会を目指し

た試みと Science2.0 への発展の二つがつながっている

ということ、そして、実際にはなかなか Science2.0 に

は行きませんので、それを解決するためにはこんな課

題があるということをお話しします。きっと

Science2.0 を本格的に動かすためにはこの課題が関係

するのだろうという気持ちでお話ししようと思ってい

ます。 

 

電気通信大学が目指す共創進化スマート社会 
 最初に、共創進化スマート社会についてです。2021

年 7 月に電気通信大学は新しいビジョン（UEC ビジ

ョン ～beyond 2020～）を決めました。ビジョンでは、
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電気通信大学が目指す共創進化スマート社会と 

その Science2.0 への展開 
 

 
田野 俊一 

（電気通信大学長） 

 講演要旨 

本学は『人間知・機械知・自然知の融合により新たな価値（進化知）を創造し様々な課題を自律的に解決しながら発展し続け

る「共創進化機能」を内包した未来社会、すなわち「共創進化スマート社会」』の実現を推進している。 

キーワードは「3つの要素からなる共創進化機能」にある。即ち、①地球上の全てのデータ（センサ（自然、社会）、情報シス

テムが作るデータなど）、機能（機械・機器などの物理的な制御機能、情報システムの機能など）をインターネット経由でア

クセス可能とし、②莫大なデータ、機能に対して、AIの機能を活用しつつ、人間知、機械知が連携して分析することにより、

新たな知見（サービス、機器などの制御方法、情報提供方法、診断方法など）を発見し、③発見した知見を安定性（社会、シ

ステム、制御などの観点）と監視可能性、制御可能性を検証後、社会に埋め込み、社会を進化させる。この「①⇒②⇒③⇒①

⇒...」が文字通りリアルタイムに繰り返され社会が自律的に進化し続ける。 

この仕組みは科学的発見の形態まで変える。これまでは人間が努力し科学的発見を行ってきたが、全世界のデータや機能をネ

ットワークを介して自由自在に活用すること、および機械知（AI）との共創により、科学的発見をも加速することが期待され

る。 

田野 俊一 
国立大学法人電気通信大学学長。博士（工学）。1983年東京工業大学大学院総合理工学研究科シス

テム科学専攻修士課程修了。同年（株）日立製作所システム開発研究所入社。1990-91年カーネギ

ーメロン大学客員研究員。1991-95年国際ファジィ工学研究所。1996年電気通信大学大学院情報シ

ステム学研究科助教授。2000-01年マサチューセッツ工科大学客員科学者。2002年電気通信大学 教

授。人工知能、あいまい理論、認知モデル、知的HCIの研究に従事。 
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本学は Society5.0 を「共創進化スマート社会」と考え、

その実現のためにどのような新しい機能（共創進化機

能）が必要かを述べています（図 1）。これはバズワ

ードを並べたように見えると思いますが、実際はもう

少し細かい記述があります。共創進化スマート社会と

は、AI、ネットワーク、ロボット、量子技術などに

よって自律的に進化する社会です。日本政府が目指す

Society5.0 は幅が広くてよく分かりませんが、本学で

はこのような技術で自律的に進化する社会を

Society5.0 と捉えて、その教育・研究・実現をするこ

と、自らもスマート大学になることをミッションとし

て挙げています。 

 実際には、次の三つの機能で社会自身が自律的にイ

ノベーションを起こし発展することを計画しています

（図 2）。 

 一つ目は、データと機能を地球規模でネットワーク

連携させることです。「センサデータ」と書いてあり

ますが、社会的なデータ、実験のデータ、人間が動く

実際の自然の社会のデータなど、全てのデータです。

機能とは、例えば少し危ないのですが、電車を止める、

動かすといったものです。そういうデータと機能を地

球規模でネットワーク連携する。データだけではなく

機能までつながってしまうということです。 

 二つ目は、今でもそうなのですけれども、データが

集まり過ぎていて人は見られず、捨てているだけです

ので、たくさんのデータとたくさんの機能を機械知に

投げて、どんな新しいルールが見つかったか、どんな

面白い観点の知見が得られたかを、まず機械知と人間

知が話し合って新しい方法を見つけるということです。 

 三つ目として、それが見つかったら、そのまま社会

に出てしまうと社会が爆発するかもしれませんので、

安定性や可制御性、可観測性を検証して社会に埋め込

むということです。埋め込むと、また状態が変わって、

データが変わって、機能が変わって、新しいものを見

つけてというように、どんどん新しくなる。そのよう

なものを私たちは共創進化スマート社会と呼んでいま

す。本学の研究テーマである「先端物性・ネットワー

ク」、「先端 AI・ビッグデータ」、「先端制御・セキュ

リティ」に取り組もうということです。対象は、例え

ば電力でもいいですし、公共の電車でもいいですし、

おじいちゃん・おばあちゃんでもいいですし、どこで

も同じような仕組みでリアルタイムに進化するだろう

と思っています。 

 この社会的なインパクトは、自律的に進化し続ける

社会が出現するということです（図 3）。今までは、

設計 1 年、実装 1 年、運用 10 年などといって、10 年

ぐらいずつしか良くならない社会でした。しかし、共

創進化スマート社会であれば、進化の源は万人と機械

知になり、進化がリアルタイムで進んでいくだろうと

思っています。これまでは特定の企業がデータを握っ

て社会進化を担っていましたが、そうすると特定の企

業の立場での最適化にとどまりますし、大企業中心に

なります。それが、多数のベンチャーが社会を担うよ

うになると、どんなことが起こるでしょうか。全ての

（図 1） 

ⓒ UEC Tokyo.

～私たちが思い描くSociety 5.0，すなわち
「共創進化スマート社会」の実現に向けて～

UEC ビジョン ～ beyond 2020 ～

・２０２０は時代の歴史的転換点（コロナ、東京オリンピック、社会構造など）

・それを「越える」＋そこから「始まった」という意味 （「視界良好」という意味も）

本学は，Society 5.0を，人間知・機械知・自然知の融合により新たな価
値（進化知）を創造し様々な課題を自律的に解決しながら発展し続ける

「共創進化機能」を内包した未来社会，すなわち「共創進化スマート社会」
と考え，その実現に貢献し，自らも共創進化スマート大学となります．

＜抜粋＞

新たな電通大のビジョン （2021.7 制定）

１．電気通信大学が目指す共創進化スマート社会

（図 2） 

ⓒ UEC Tokyo.

自律的にイノベーションを起こし発展する社会（パラダイム変化）

センサデータ・機能の地球
規模でのネットワーク連携

機械知（AI）・人間知との
協働による新方式発見

安定性等を保証・監視し
社会に埋め込む

本学の先端物性・ネットワーク研究

本学の先端AI・ビッグデータ研究

本学の先端制御・セキュリティ研究

様々なSociety5.0の実現を電通大が先導

ポストコロナ社会（動的に対応）ＵＥＣスーパーサステナブルプラットフォーム

電通大が目指すSociety5.0＝共創進化スマート社会

基盤研究：JST 未来社会創造事業「機械・人間知とサイバー・物理世界の漸進融合プラットフォーム」2017-20

東京BPSD：実施中

大学：計画中
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データが共有されていくと、公開されたものをうまく

使って、多数のベンチャーが担う新しい社会ができて

くると思っています。実現するためには随分お金がか

かるのですが、私たちはこんなことを考えて電気通信

大学の目標としています。 

 

共創進化スマート社会を目指した試み 
 次に、どんなことをしようとしていたかと、今進め

ていることをお話しします。 

 最初は科学技術振興機構（JST）で行っていた未来

社会創造事業「機械・人間知とサイバー・物理世界の

漸進融合プラットフォーム（2017-2019 年度）」です

（図 4）。秋田県大潟村のスマート農業や、福島市の

スマートシティ、さいたま市のスマートシティ・モビ

リティ、阪神調剤薬局、電気通信大学の中でのデータ

を使って、データと機能を連携する、機械知（AI）

と人間知で分析する、社会に埋め込むという先ほどの

三つの機能をうまく使うことで、各サイトの事業が自

律的にどんどん進化していく、特定の電車が進化して

いくということです。この事業で目指したのは、ある

サイトのデータと連携させることによって、別のサイ

トで新しいサービスが生まれることです。個別のシス

テムを活性化させるのではなく、全然違うところのデ

ータを使って自分のところが進化し、全く新しいサー

ビスができるということを目標にして進めていました。

しかし、チームはつくったのですが、話だけで終わっ

ています。 

 そこで、一部分だけ進めようということで、電気通

信大学と東京都で東京都 BPSD プロジェクト（AI と

IoT により認知症高齢者問題を多面的に解決する東京

アプローチの確立）として実装しています。BPSD と

は、急に怒り出す、急に徘徊するといった認知症患者

の行動・心理症状のことです。これがあると、お父さ

んが急に怒り出した、変になってしまったということ

で家族が疲弊しますし、罵声を浴びせられてもう嫌だ

といって介護士がやめていきます。従って、BPSD の

予測と対処はとても重要な問題です。 

 BPSD に対して、普通は医学的知識を使って「こん

なときに怒り始める」と対処するのですが、東京都で

は違うアプローチを取っています。患者の介護施設や

病院、自宅など、いろいろなところにセンサー類を設

置し、「今お父さんが怒った」、「今こういう体操をし

たら落ち着いた」というデータを全て集めて AI で関

連付けます。そうすると、例えば心臓がばくばくする

徐脈が 3 回連続でどれぐらいの範囲で起こると 50 分

後に怒り始めるなど、医学的知識では分からなかった

ことをどんどん発見し始めます。囲碁や将棋の世界で

AI は人間と全然違う戦略をとっていますが、同様に、

医学的知識ではなく、とにかくデータを分析して新し

い知識を導き出します。得られた仮説を医療・介護専

門家が分析し、家庭内のエッジシステムに情報を送り、

例えば「30 分後に認知症の障害が出て家を出てしま

うよ。注意してね」、「怒りそうだよ。この音楽を聴く

と落ち着いたことがあるよ」といった解決策を出しま

（図 3） 

ⓒ UEC Tokyo.

●自律的に進化し続ける社会の出現

これまでは、
「設計1年⇒開発1年⇒運用10年」

のように進化が遅かった。

●進化の源が、万人＋機械知になり、多様な進化が実現
（多様な幸せ度最適化の方向へ）

これまでは、特定の企業が社会進化を担っていた。

特定の企業の立場での最適化に留まる。

大企業中心 ➡ 多数のベンチャーが社会を担う

社会的なインパクト

（図 4） 

ⓒ UEC Tokyo.

実施中：東京都BPSDプロジェクト

計画中：電通大自身を共創進化スマート化

（By 基盤研究：JST 未来社会創造事業「機械・人間知とサイバー・物理世界の漸進融合プラットフォーム」2017-20）

２．共創進化スマート社会を目指した試み

共創進化
スマート化

① 将来構想（ JST 未来社会創造事業での妄想）

多くのサイト（シティ）が個別進化
＋ 連携して新サービス発現
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す。 

 具体的な内容は図 5 のとおりです。たくさんのデー

タをどんどん蓄えていき、AI 分析をしていろいろな

仮説をつくる。そして、つくった仮説をそのまま家庭

に送るのではなく、医療と介護の 2 人の専門家が検証

し、OK が出たものを対処法のデータベースに入れる

と、それが延々と進化していく。そういったことを目

指しています。これは事業期間が 3 年間で、東京都と

大学が連携し、民間企業の協力のもと、一緒に取り組

んでいます。今は 2 年目で、データが集まって AI 分

析を始めているところです。このような進化型の取り

組みを実際に進めています。この BPSD プロジェクト

では、参加者はデータを結構提供してくれます。（分

析結果が）自分に跳ね返ってきますので、データは戻

ってきます。しかし、他の事業では、なかなか提供い

ただけません。自分の提供したデータが他の人に使わ

れるとなると難しい。データの利活用はとても難しい

問題なのです。 

 東京 BPSD プロジェクトを本当は社会で実装したい

のですが、社会の縮図かつ協力してくれるところはど

こかと考えたときに、電気通信大学だということで、

まずは本学で同じような取り組みを進めているところ

です。 

 本学には、研究者情報システム、教務システム、財

務システム、設備管理システムといったデータベース

があります。これを起点に、学内の IoT や AI ブリッ

ジによって、図書館や教室にある人感センサー、CO2

センサー、照度センサー、発電量センサーなど、いろ

いろなセンサーのデータを分析して、知見を見つけて

埋め込むというシステムを回しています。つまり、電

気通信大学を一つの社会とみなすということです。本

学はデータの所有者ですし、教職員は ICT 系でこう

いったものへの理解が深いので、今、幾つかの建物で

この取り組みを進めていますし、いろいろなデータベ

ースも将来的には連携したいと思っています。 

 そうすると、例えば新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）対策が見つかるだけではなく、感染者

を検出したらドアをロックして強制換気が強くなると

いうことが自動的に動き始めたり、エネルギー効率化

が自動的にアップデートされたり、大学での効果的な

教育方法を見つけてカリキュラムをどんどん変えてい

ったり、図書館の開館時間も変わるかもしれないとい

うことで進めています。 

 目指す共創進化スマート社会に向けてたくさんのサ

イトで取り組みをしたいのですが、なかなかデータが

出てきませんので、今は特定の問題でデータをシェア

することと、電気通信大学という一つの小さな社会で

取り組みを進めているところです。 

 

Science2.0 への発展 
 このように三つの機能をぐるぐる回して社会を変え

ようとする仕組みは、実は科学的発見まで発展し、

Science2.0 につながるという話を JST 未来社会創造事

業のときからしていました（図 6）。これまでの実験

（図 5） 

ⓒ UEC Tokyo.
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データベース

予測・対処法
データベース

Ｂ

Ｃ

Ｆ

ＡＩにより分析し、仮説を生成

ＡＩ分析

数値Deep Learning
画像Deep Learning
自然言語Deep Learning

医師、介護士による検証・対応
方法の導出

医療・介護専門家分析

認知症高齢者の行動・心理予測
症例別対処方法
療法の実施方法

Ｄ

Ｅ

家庭・介護施設・病院に多種多様なIoTセンサ類を
設置し情報収集＋＋支援内容の表示・発話

双方向型ＩｏＴネットワーク

IoTセンサ BAN型ウエアラブル機器 通知機器

認知症高齢者 家族 介護者

家庭 介護施設 病院

Ａ

基礎データ:生活場所、介護状況、薬物など

検証

全体システム
予測・対処方法を発見し進化し続ける

参加者が多くなればなるほど高度化
対象の時間的変化に自動追従

（図 6） 

ⓒ UEC Tokyo.

３．Science2.0への発展

この仕組は科学的発見にまで発展する（Science2.0へ）

基盤研究：JST 未来社会創造事業「機械・人間知とサイバー・物理世界の漸進融合プラットフォーム」2017-20
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は、データの収集、分析、発見を科学者個人の努力で

やってきました。ですから、莫大なデータや機能を科

学者個人が一生懸命見て、これとこれは関係している

ということを発見してきたのですが、その隣に助言者

として機械知（AI）を置くと、面白い発見の手助け

をしてくれて、きっと「センサデータ・機能の地球規

模でのネットワーク連携」と「機械知（AI）・人間知

との協働による新方式発見」の部分でサイエンスが加

速化するだろうと思っています。 

 そうなれば、どのような科学的発見が起こるかとい

うと、例えば一つ目は浮力です。お風呂の水があふれ

たのを見たアルキメデスが、「そうだ、浮力とは出て

いった水の量だ、EUREKA！」と叫んだ自然現象で

す。 

 二つ目はフィボナッチ数列です。F0=0、F1=1、

Fn+2=Fn+Fn+1（n≧0）の形で、前二つの数字を足すと

いう単純な数列ですが、実は花の花弁の数など、非常

に多種多様なところで出てきています。こういうもの

を見つけて、例えば AI に「このようなフィボナッチ

数列で説明できるところを探しなさい」と指示すると、

全世界のデータが見えて、実はアリもそうだった、カ

メもそうだったということを見つけてくれます。 

 三つ目は複雑系です。鳥が並んで飛ぶことは、実は

数個の行動ルールで記述できることが発見されてから

複雑系の科学が進みましたので、社会的なデータであ

っても、そこからいろいろなデータの見方や規則性を

AI が発見してくれると、科学的発見に寄与するので

はないかと思っています。 

 人間と機械知と自然知の連携例としては、人間が仮

説を得て、それと同種のデータが世界中のどこかにな

いか機械知に探させるとか、複雑なものが数個のルー

ルで表せるという面白い仮説を機械知が発見して人間

に提案するということがあります。このような連携が

科学的発見を加速させるのではないかと思います。 

 

解決すべき課題とアプローチ 
 そういうことを考えているのですが、実はなかなか

うまくいきません。そこで、解決すべき課題とアプロ

ーチについてお話しします。これは、きっと皆さんが

しようとしているような、オープンデータで科学的な

ものを法則化するときに使えるのではないかと思いま

す。 

 課題は三つあります。一つ目は、多くの基盤技術が

必要となることです。個別 ICT について、連携、AI、

安全性をいろいろな学問分野で研究しなければなりま

せん。理工系だけでは駄目で、アート系からビジネス

系、政策系まで含めて研究しなければならないと思い

ます。また、データの提出を促すような政策も重要で

す。（政策関係者・研究データ流通関係者などの）皆

さんの例で言うと、公的資金による研究で出たデータ

は公開するという政策です。政策でやらないと、なか

なかデータは集まらないと思います。 

 二つ目は、「社会」と呼べるような実験場が必要な

ことです。かなり大きなデータがないとつまらないで

すし、多くの多様な人がデータを集めてくれないとう

まく回りません。どう集めるかが問題です。 

 三つ目は、社会構造の大転換となり、変化への抵抗

が大きいこと、つまり反対する人が絶対に出てくるこ

とです。サイエンスのやり方が変わるとそれに反対す

る人が出てきます。特に、既得権益を守りたいところ

はなかなかデータを公開してくれません。データを公

開すると他の人のためになるかもしれません。公開し

ないことには真のイノベーションが生まれません。従

って、既得権益を守りたい人たちをどうにかして、た

くさんのデータを集めないとなりません。 

 では、どのようなアプローチを取るべきでしょうか

（図 7）。一つ目の課題については、多様な研究が必

要です。二つ目の課題については、特定の社会に適用

した典型的な成功事例が必須です。それがあると、み

んながデータを公開してくれるかもしれません。公開

すると良いことがあるということを示さないとならな

いということです。三つ目の課題については、データ

機能のオープン化など、政策の整備が必要です。そし

てもう一つ必要なのは、誰でも自由に使えるという民
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主主義的な法整備です。国が強制させて使う方法では

なく、民主主義的な法整備をしなければならないと思

います。共創進化スマート社会の例で話をしています

が、皆さんのオープンサイエンスと同様に、国家プロ

ジェクトで取り組まないと進まないだろうと思います。 

 

政策の必要性 
 最後に政策の必要性についてです（図 8）。欧米各

国の EV 化は政策で進めています。他には、オープン

API 化によって銀行のデータが出てきています。EU

が銀行のデータと機能をオープンにすることを、（第

二次決済サービス指令（PSD2）において）義務付け

たのです。これにより、Web API を用いて、データ

（お金を幾ら持っているか）と機能（どこからどこま

でお金を振り込んだか）がオープンになりました。オ

ープンになったことで、いろいろなベンチャーが発達

して新しいフィンテック企業が台頭し始めています。

ですから、こういった政策がとても必要だと思います。 

 

 

 

●矢吹 質問が一つ来ています。「先生がもし人文社

会科学系学部を擁する総合大学の学長だとしたら、本

日の講演内容を受けてどのような大学運営をされるで

しょうか」。 

 

●田野 例えば文系の人とはこの話をしたいと思って

います。社会をどう変えたいかというところは実は文

系です。私たちは AI や ICT のことはできるのですが、

ビジネス系や政策系、実際に社会がどうなってほしい

のかというところはかなりアートに近く、私たちはな

い部分です。そういうところとの連携を強化していま

す。 

 

●矢吹 もう一つ質問があります。「『スマート大学』

というワードにわくわくします。新技術によるスマー

ト化や新サービスは研究・教育面では率先して導入さ

れるものの、事務方にはなかなか恩恵がないイメージ

があります。人が持つ習慣、変わることへの心理的抵

抗感を超えて、大学構成員が一丸となって共創進化す

るにはどうしたらいいとお考えでしょうか」。 

 

●田野 私が学長になる 2、3 年前は、本学はスマー

ト大学を目指して、全てのデータが集まるとか、デー

タベースを整備しましょうと言っていました。これは

結構反対が多かったため、仕方なく外部コンサルタン

トに依頼して、今がどれだけ非効率かということで説

得しようとしていました。しかし、現在はそのような

ことはありません。なんと COVID-19 感染拡大の影響

により、全てのデータをつながないとまずい、全て自

宅でできるようにしないと困る、そのためには仕事の

仕方も変えなければならないということを事務職員の

方々はほぼ分かってくれました。 

 従って、COVID-19 を契機にスマート化は非常に加

（図 7） 

ⓒ UEC Tokyo.

特定の社会に適用した「典型的な成功事例」が必須
＜成功事例を示して、初めて、社会が変わり始める＞
「実証環境＝ 社会」にした大規模な取り組みになる。

多様な研究の集結困難①

困難③

困難②

政策の整備が必要
「データ、機能のオープンな公開・利活用」

＋
「民主主義的な法整備

（日本しかできないオープンさと平等性）」

得られる成果＝進化し続ける日本へ変革（停滞の打破）

国家プロジェクトの必要性

アプローチ

（図 8） 

ⓒ UEC Tokyo.

「自律的発展型の超スマート社会ICT基盤オープン化」を制度化する

すべてのデータ・機能をWeb-APIで公開すること（オープン政策）
特定業種、将来的には、全産業

大学、地方自治体（トヨタウーブンシティも）、個別産業→その連携→全国へ

政府の関与をなくす政策。でないと管理社会。これができる自由国家が発展。

例１：EV化

例２：銀行

●EUの銀行指令（銀行のデータ、機能のWEB-API化命令）

●カリフォルニア州の自動車燃費の指令
●ヨーロッパ各国の自動車CO2排出量規制 自律進化はできていないが、

オープン化は進んだ
ベンチャー ≫ 銀行本体

データ・機能を所有。やりやすい。電通大も「自律発展型の超スマート大学」を目指す。

実現へ「規制強化」 と「規制緩和」を！！！ （２つの意味での特区）
データ利用の制限が厳しい
＜どんな知見が得られるか事前に規定できない＞

（例：倫理審査）

政策の必要性
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速すると思います。昔は、デジタル化すると仕事の仕

方が変わると反対が増えたのですが、デジタル化しな

ければ在宅勤務ができず効率が悪いため、みんながや

りましょうとなりました。COVID-19 の時代がチャン

スだと思っています。 
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はじめに 
 本日は国立情報学研究所（NII）が提供しているイ

ンフラと、研究データポリシーや研究データの管理に

関する状況についてご説明します。 

 最初に少し自己紹介をさせていただきます。私は

元々、生物学の方で学問を修めており、動物の遺伝子

解析のようなことをしていました。卒業後は IT 企業

で製薬企業向けのシステム開発などを行い、生物系や

情報工学の分野ではとても多くのオープンデータを使

ってきたことから、オープンサイエンスの重要性を認

識しました。その後、公共データベースの現場へ移り、

2012 年から科学技術振興機構バイオサイエンスデー

タベースセンターで横断検索などのシステムを開発し

ました。2020 年に国立情報学研究所のオープンサイ

エンス研究センターに移り、現在は新しい検索基盤の

CiNii Research を担当しています。本日は、この基盤

の説明からさせていただきます。 

 

学術コンテンツ流通の広がり 
 元々、学術コンテンツといえば論文や図書、学位論

文などが主流だったと思いますが、最近はオープンア

クセス推進の流れがあります。国際社会のさまざまな

要請もあり、実際にそれをどうしていくかという段階

になっています。さらに、研究データを研究データ管

理（RDM）の流れで出したり、歴史的・文化的資料

についてはデジタルアーカイブで公開したりといった、
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学術情報インフラが実現する 

研究データの管理と循環 
 

 
大波 純一 

（国立情報学研究所 オープンサイエンス基盤研究センター） 

 講演要旨 

研究データポリシー実現のためには、研究データを適切に管理する学術情報インフラの環境が必要である。一方これを実現す

るため、大学を含む研究機関は新たな仕組みの構築や基準を策定する必要に迫られた。そこで国立情報学研究所では公的な情

報基盤を構築し、利用者の研究データ管理の負担軽減となるように対応を開始している。NII Research Data Cloud (NII 

RDC)と呼ばれるこの基盤は、多様なアプリケーションとしての機能と高い処理能力を有し、国内の機関や研究者の研究データ

管理をサポートし、研究活動における知の循環を促進する。この NII RDCを利用した研究データ管理や、研究データの公開・

検索を含めたプロセスについて紹介する。 

大波 純一 
国立情報学研究所オープンサイエンス基盤研究センター特任准教授。博士（理学）。2009年3月、東

京工業大学大学院生命理工学研究科博士課程を修了。製薬企業向けのシステムエンジニアとして民

間で働いた後、国立研究開発法人科学技術振興機構バイオサイエンスデータベースセンターで研究

員として、生命科学系データベースや検索基盤の研究に当たる。2020年4月より現職で学術検索基

盤CiNii Researchの研究開発、運営および国際連携に従事。 
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幅広い提供の仕方をしていくという世界が学術コンテ

ンツにおいて広がってきています。 

 このような中で国の政策としては、機関リポジトリ

を有する全ての大学、大学共同利用機関法人、国立研

究開発法人において、2025 年までにデータポリシー

の策定率が 100％になるようにしてくださいというこ

とが提言されました。さらに、公募型の研究資金の新

規公募分において、2023 年度までにデータマネジメ

ントプラン（DMP）およびこれと連動したメタデー

タの付与を行う仕組みの導入率が 100％になるように

してくださいということもいわれるようになりました。

このことは、国の示している第 6 期科学技術・イノベ

ーション基本計画の方針で指示され、それに従って研

究・管理をしていくという動きが必要になってきてい

ます。 

 実際にどのような動きをするかということも国で定

めています。例えばデータキュレーター、図書館職員、

URA、研究の第一線から退いた方など、研究の周りに

位置しているさまざまな人たちの協力を頂き、図書館

のデジタル転換などの取り組みについて、2022 年度

までに方向性を定めていくということです。 

 そこで、ここからは、「公的資金による研究データ

の管理・利活用に関する考え方」、研究データ基盤シ

ステム NII RDC（NII Research Data Cloud）、およびメ

タデータ共通項目と呼ばれるデータのテンプレートに

ついてご説明します。 

 

「公的資金による研究データの管理・利活用

に関する基本的な考え方」 
 「公的資金による研究データの管理・利活用に関す

る基本的な考え方」は、2021 年 4 月に統合イノベー

ション戦略推進会議にて決定されました。この内容は

内閣府の研究デジタルトランスフォーメーションの

Web ページで公開されていますが、主に図 1 に示す四

つの記述のとおりです。 

 一つ目は、研究データ基盤システムである NII Re-

search Data Cloud を中核的なプラットフォームと位置

付けて、産学官における幅広い利活用を図るため、メ

タデータ（データを説明するための情報から構成され

るデータ）を検索可能な体制を 2023 年度までに構築

することです。 

 二つ目は、研究開発を行う機関は、データポリシー

を策定し、機関リポジトリへの研究データの収載を進

めるということです。 

 三つ目は、公募型の研究資金の全ての新規公募分に

ついて、DMP（研究データの管理計画書）やメタデ

ータを付与する仕組みを 2023 年度までに導入すると

いうことです。 

 四つ目は、研究者は、所属機関のデータポリシーや

公募型の研究資金における資金配分機関の基準などに

基づき、管理対象データの範囲を定めてメタデータを

付与し、研究データ基盤システム上において検索可能

となるように登録する。そして、研究者や研究プロジ

ェクトをマネジメントする者は、資金配分機関の求め

に応じて、DMP を原則として研究開始前に作成し提

出するということです。 

 しかし、これらの項目には、研究データのメタデー

タや DMP の作成、機関リポジトリへの収載、2023 年

度までに行うなど、さまざまな新しい内容が含まれて

おり、これらを完璧に準備できている機関はまだまだ

少ないと思います。 

 図 2 は「公的資金による研究データ管理・利活用に

関する基本的な考え方」についてのスライドです。特

に注目していただきたいのは、真ん中に赤で示した研

（図 1） 

主な内容

 研究開発を行う機関は、データポリ
シーを策定し、機関リポジトリへの研
究データの収載を進める。（機関リポ
ジトリを有する全ての大学・大学共同
利用機関法人・国立研究開発法人にお
いては、2025年までにデータポリシー
を策定）

 研究データ基盤システム（NII Research 
Data Cloud）を中核的なプラットフォーム
として位置付け、産学官における幅広い利
活用を図るため、メタデータ（データを説
明するための情報から構成されるデータ）
を検索可能な体制を構築する。（2023年度
まで）

 公募型の研究資金の全ての新
規公募分について、DMP及び
メタデータを付与する仕組み
を導入。（2023年度まで）

 研究者は、所属機関のデータポリ
シーや公募型の研究資金における資
金配分機関の基準等に基づき、管理
対象データの範囲を定め、メタデー
タを付与し、研究データ基盤システ
ム上において検索可能となるように
登録する。

 研究者や研究プロジェクトをマネジ
メントする者は、資金配分機関の求
めに応じて、 DMP （研究データの
管理計画書）を原則として研究開始
前に作成する。
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究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）です。

ここに、大学・研究機関や分野ごとのデータプラット

フォームの中から、メタデータやデータそのものを登

録していただき、それを検索・利活用できるようにし

てアカデミアや産業界に出していくことを推進しよう

としています。この結果、先ほど電気通信大学での

Society5.0 につながるさまざまなアウトプットの話が

あったように、さまざまな方向から社会が良くなるこ

とを実現していこうという流れになっています。 

 このデータの流れを実現するために、資金配分機関

や NII ではメタデータを収載する際の基準となる共通

項目を制定しています（図 3）。こちらも内閣府の

Web ページで公開している内容ですが、「ムーンショ

ット型研究開発制度におけるメタデータ説明書」でパ

イロット的にデータ登録している分野において、メタ

データのテンプレートを設定しました。これを基準と

して、どのような項目のメタデータを研究データから

登録して流通させるかを考えています。 

 

研究データ基盤システム（NII Research Data 
Cloud） 
 さらに、NII では近年、NII Research Data Cloud

（NII RDC）という基盤を提供しています（図 4）。こ

れは大学や研究機関で創出された学術情報を NII のク

ラウドにまとめていただき、活用・保存していくため

の場所です。大まかには、データ検索基盤、データ管

理基盤、データ公開基盤の三つで成り立っており、そ

れぞれが連動しています。 

 データ管理基盤では GakuNin RDM と呼ばれるサー

ビスが動いており、さまざまなデータの登録やプロジ

ェクト内のデータ管理ができるようになっています。 

 データ公開基盤では、JAIRO Cloud というクラウド

環境、もしくは WEKO3 と呼ばれるサービスにデータ

を登録して外に公開することができます。 

 そして、データ検索基盤では CiNii Research という

サービスが動いています。流通しているメタデータを

こちらに集約し、利用者は検索して情報を発見するこ

とができます。 

 NII RDC を実際に使うときの流れは図 5 のようにな

っています。基本的には研究者などが GakuNin RDM

に日々の研究データを管理・共有するためのスペース

を作って登録します。メタデータや研究データ本体、

そして DMP の情報も登録できます。さらに公開基盤

（図 3） 

項目 必須／任意 備考

1 資金配分機関情報 必須※ 公募型の研究資金を配分した資金配分機関（府省含む）の英語略称
公募型の研究資金以外の場合は記入不要

2 e-Radの課題番号 必須※ 公募型の研究資金の場合は、e-Radに登録した課題番号
公募型の研究資金以外の場合は記入不要

3 プロジェクト名 必須※ プロジェクトの研究代表者が統括する研究開発の範囲の名称
公式な名称がない場合は、研究者の所属機関のルールに従って入力

4 データNo. 必須
管理対象データを一意に特定するための番号
公募型の研究資金を配分した資金配分機関が付与
公募型の研究資金以外の場合はデータ管理機関（項目14）が付与

5 データの名称 必須 学会資料、報告資料、測定結果などの中身の分からない名称は避ける
6 掲載日・掲載更新日 必須 メタデータの掲載日・掲載更新日
7 データの説明 必須 端的かつ中身の分かる内容を記載
8 データの分野 必須※ e-Radの研究分野（主分野）。e-Radとの連携により、自動入力される予定。

9 データ種別 必須 研究データ基盤システム上では、通常は「データセット」を標準とするが、データの特性に応
じて「データセット」以外の種別を選択可能

10 概略データ量 任意 1GB未満、1GB以上10GB未満、10GB以上100GB未満、100GB以上等の区分により記載

11
管理対象データの利活用・提供方針 必須 無償／有償、ライセンス情報、その他条件（引用の仕方等）等を記載
アクセス権 必須 公開／共有／非共有・非公開／公開期間猶予から選択
公開予定日 必須 公開期間猶予を選択した場合、公開予定日を記載

12
リポジトリ情報 必須 現在のリポジトリ情報、あるいはプロジェクト後のリポジトリ情報
リポジトリURL・DOIリンク 任意 情報があれば記載

13
データ作成者 任意 管理対象データを生み出した研究者の名前
データ作成者のe-Rad研究者番号 任意 管理対象データ作成者のe-Radの研究者番号

14

データ管理機関 必須 各データを管理する研究開発を行う機関のe-Radに登録された法人名
データ管理者 必須 データ管理組織において各管理対象データを管理する担当者の名前

データ管理者のe-Rad研究者番号 任意 管理者のe-Radの研究者番号
e-Rad研究者番号がない管理者は記入不要、ある場合は必須

データ管理者の連絡先 必須 データ管理者の所属機関の住所や電話番号、メールアドレス等
15 備考 任意
※公募型の研究資金による研究活動の場合

（赤字箇所は更新予定）メタデータの共通項目

最新情報は、『ムーンショット型研究開発
制度におけるメタデータ説明書 第2版』
をご覧ください。

（図 2） 

公的資金による研究データ管理・利活用に
関する基本的な考え方について (2021年)

令和3 年4 月27 日 内閣府, 統合イノベーション戦略推進会議
https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/9kai/siryo3-1.pdf

（図 4） 

国立情報学研究所の研究データ基盤
NII Research Data Cloud (NII RDC)

• 機関リポジトリ＋分野別リポジトリや
データリポジトリとも連携

• 研究者や機関、研究プロジェクトの情
報と関連付けた知識ベースを形成

• 研究者による発見プロセスをサポート
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では、研究データを実際に外に出すための設定をしま

す。大学では図書館員などがその処理に当たるとこと

もあると考えています。最後に、そのようにして公開

されたデータを検索基盤の CiNii Research で外に出す

と、組織管理者や外部研究者が確認したり、一般市民

の方が情報を見たりすることができるようになります。

そういった使い方を想定しています。 

 

管理基盤 GakuNin RDM 
 管理基盤 GakuNin RDM は、登録すると図 6 のよう

な画面になり、プロジェクトの中でデータ共有やデー

タ流通などをすることができます。まだ構築中の部分

もありますが、実際に登録するときはフォームに入力

していただきます。さまざまな互換機能も内部に備え

ています。メタデータの共通テンプレートに入力する

のは大変だと思った方もいると思いますが、できるだ

け Web のインターフェイスで入力しやすいように設

定しています。日本語、英語の対応や、さまざまなス

キーマへのフィッティングなども自動で行うことを検

討しているので、お使いいただければと思っています。

最終的に登録した機能をレポーティングすることもで

きる予定です。DMP の登録なども予定しています。 

 

公開基盤 JAIRO Cloud 
 図 7 は公開基盤 JAIRO Cloud の画面のイメージです。

登録されたデータ一つ一つを論文に出すとき、あるい

は最終的に世の中に広く見てもらいたいものがあると

きはこちらに登録し、DOI を付与して、スキーマな

どを入力して見せることができるようになっています。 

 

検索基盤 CiNii Research 
 検索基盤 CiNii Research は 2021 年 4 月から正式公開

された国立情報学研究所の新サービスで、一つの検索

画面から多様な学術情報へイージーアクセスできる基

盤です（図 8）。3,000 万件以上のデータが入っており、

論文だけではなく、さまざまな研究データ、本、研究

のアウトプットを検索することができます。元々NII

が提供していたさまざまなサービスもあるのですが、

そのまま登載したわけではありません。例えば、

Google で「CiNii Research」と検索すると CiNii Research

の現在のトップ画面にアクセスできますが、その中に

「研究データ」や「プロジェクト」というタブがあり、

必要に応じてフィルターをかけることができるように

（図 6） 

研究データ管理サービスGakuNin RDMと
は？

GakuNin RDM（GRDM）は、国立情報学研究所（NII）で運用している
研究データ基盤NII Research Cloudの一部で、研究中のクローズド
（非公開、制限共有）なデータを取り扱う事に特化したRDMサービス。
2021年4月からは24時間365日オペレーターを配置した運用体制で
全国の学術機関にRDMサービスを提供。

研究データプロセスと
研究データ基盤

NII Research Cloud

（図 5） 

研究データ基盤システム（NII Research Data 
Cloud）とは？

①管理基盤 ②公開基盤 ③検索基盤

データ連携
（準備中）

データ連携
・統合

組織管理者
/外部研究者
/一般市民

研究データの検索・アクセス
（国全体）

・メタデータ

研究者

・研究データ本体
・メタデータ（準備中）
・DMP（予定）

日々の研究データの管理・共有
（研究プロジェクトごと、非公開）

研究データの一般公開
（研究機関ごと）

・研究データ本体
・メタデータ

図書館員等

（図 7） 

メタデータ登録・編集

メタデータ入力・編集画面

DOI付与

JPCOARスキーマによる出力

個別登録

自動設定：
共通6: 掲載日・掲載更新日
共通10: 概略データ量
共通12: リポジトリ情報、

リポジトリURL・DOIリンク

e-Rad API開発後
GakuNin RDMでの自動補完機能相当機能を
検討

画面イメージ

データ連携
（準備中）
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なっています。また、検索結果の画面では、データソ

ースとしてどこから資金配分がなされたかでフィルタ

ーをかけたり、その研究データがどういったプロジェ

クトでつくられたかを記述したりと、高度な使い方が

できるように工夫しています。 

 このような研究データおよびメタデータの登録につ

いては、ムーンショット型研究開発制度の情報をパイ

ロット情報として、内閣府と登録の方法を構築しつつ

あります。この中では、特にメタデータの登録の推奨

案として、研究プロジェクトの管理者や研究者がまず

は管理基盤 GakuNin RDM にデータを登録し、そのデ

ータを公開するときは JAIRO Cloud にそのまま連携さ

せて、そのデータが検索基盤の CiNii Research に移り、

自動的に外から検索できるようにして公知にしていく

というサポートの仕方を構築中です。 

 

サービス統合のお知らせ 
 最後に 1 点、お知らせです（図 9）。元々NII の基盤

で論文を検索するためのインフラとして提供していた

CiNii Articles を多くの方にお使いいただいていたと思

いますが、こちらを 2022 年 4 月 1 日から新しい論文

検索基盤 CiNii Research に統合する予定です。実際は、

サービスのドメインなどが主に変わって、元々の

CiNii Articles の URL はそのままリダイレクトされて

CiNii Research の中のページに移るので、ユーザー側

で大きな対応をしなければいけないということは少な

いと考えています。ただ、API や高度な利用をしてい

た方については少し変更点があります。大変お手数で

すが、CiNii Research もしくは現在の CiNii Articles のペ

ージに、各ページの右上にお知らせリンクが出ていま

すので、そちらの内容を見ていただければ幸いです。 

 一例として、CiNii Articles と CiNii Research のページ

を、ある同じ論文について示してみます（図 10）。

CiNii Articles では左のようなメタデータが見えていま

すが、新しい CiNii Research では、メタデータだけで

なく、参考文献のリンクや関連プロジェクト、ものに

よっては関係する研究データなどとつながって、その

ままシームレスにさまざまなデータを見つけたり使っ

たりすることができるようになっています。ご利用い

ただければ幸いです。 

 

まとめ 
 発表のまとめです（図 11）。まず、「公的資金によ

（図 8） 

学術検索基盤
2021年4月より正式公開された、国立情報学研究所の新サービス

一つの検索画面から多様な学術情報へ、イージーアクセス

https://cir.nii.ac.jp/
論文 書誌

研究プロジェクト博士論文
研究データ

ファンディング情報

博士号情報

OpenBDを利用した
書影画像

データ本体への
アクセスリンク

参考文献や引用
情報

（図 10） 

2サービスの比較

https://cir.nii.ac.jp/ja/crid/1390005999447888256

https://ci.nii.ac.jp/naid/130008005155

“Wikipedia上の学術文献の参照記述の追加に関する時系列分析”
(情報知識学会誌 31(1), 3-19, 2021) で検索した結果。

CiNii Research内の
参考文献のリンク

関連プロジェクトリンク
CiNii Researchでは、

同じ文献や学術情報でも
よりリッチで探しやすく

CiNii Articles CiNii Research

（図 9） 

お知らせ

• 統合に関するスケジュール等の詳細については、
現在Webページで公開中です。

• 2022年4月1日より、CiNii ArticlesはCiNii Researchへ統
合し、論文検索はCiNii Researchに一本化します。

統合で影響のある機能
スケジュール等

各CiNiiの右上お知らせリンク NII学術コンテンツサービスサポートページ
https://support.nii.ac.jp/ja/news/cir/2021070
6
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る研究データの管理・利活用に関する基本的な考え方」

（2021 年）に沿う研究データの管理が必要な状況に

なってきました。それに対応して、メタデータ共通項

目にマッピングされた研究データを、研究データ基盤

システム（NII RDC）の三つの基盤である管理基盤、

公開基盤、検索基盤を利用して適切に管理し、新たな

知の循環に持っていくことができると考えています。

最後に、2022 年 4 月に CiNii Articles は CiNii Research

に統合します。より発展的に使うことができるものに

なっていますので、よろしくお願いいたします。 

 

 

 

●矢吹  二つ質問を頂いています。一つ目は、

「GakuNin RDM と JAIRO Cloud の連携では、メタデ

ータだけでなく、研究データ本体の連携が可能な見込

みでしょうか」という質問です。いかがでしょうか。 

 

●大波 研究データ本体の連携が可能な見込みです。

研究データ本体は、管理基盤、公開基盤まで移って、

正確にはメタデータも JAIRO Cloud に移るのですけれ

ども、メタデータだけが検索基盤にも移る、連携する

というものです。分かりづらくて申し訳ありません。 

 

●矢吹 ありがとうございました。もう一つ質問があ

ります。「国際ジャーナルなどに掲載された論文など

の出版物と、それらに関連する研究データはどのよう

にリンクされるのでしょうか。ご存じでしたらご教示

いただきたく存じます」。 

 

●大波 現在、国際ジャーナルに載ったデータを流通

させる基盤として、海外のデータ基盤である CrossRef

や DataCite といった海外データ流通リポジトリと連携

を行い、情報を CiNii Research などに取り込もうとし

ています。その海外由来のデータを使って国際ジャー

ナルのものや英語のものをつなげていき、そちらで成

果物を確認できるようにしています。若干途上の部分

もありますが、そういったポリシーで進めています。 

 

●矢吹 ありがとうございます。さらに追加の質問で

す。「JAIRO Cloud 以外のリポジトリと GakuNin RDM

との連携予定について伺えますでしょうか」という質

問です。 

 

●大波 JAIRO Cloud 以外のリポジトリに、分野別リ

ポジトリや、さまざまな大学固有のリポジトリがある

パターンもあります。したがって、画面では国立情報

学研究所の基盤を使うことをお勧めしましたが、必ず

しも使う必要はなく、別途これを迂回するようなルー

トを経て CiNii Research で検索できるようにする方法

でも大丈夫です。都度対応ということにはなりますが、

大学や研究所とのご相談の上でこの流れに載せるとい

うことは十分可能ですので、ご理解いただければと思

います。 

 

●矢吹 ありがとうございます。もう一つ質問があり

ます。「ご紹介されたメタデータのスキーマは、『2023

年度までに、DMP と連動したメタデータの付与の仕

組み』で述べられているメタデータの標準スキーマと

なっていく予定なのでしょうか」というご質問です。 

 

●大波 メタデータと連動していくかというところは

内部でかなり議論があり、「そうだ」と言いづらいと

ころがあります。ただ、そうしていくことが、諸外国
（図 11） 

まとめ
• 『公的資金による研究データの管理・利活用に関す

る基本的な考え方』（2021年）に沿う、研究データ
管理が必要な状況

• メタデータ共通項目にマッピングされた研究データ
は、研究データ基盤システムNII RDC（NII 
Research Data Cloud）
GakuNin RDM（管理基盤）
 JAIRO Cloud（公開基盤）
CiNii Research（検索基盤）
を利用して適切に管理し、新たな知の循環へ

• 2022年4月にCiNii ArticlesはCiNii Researchに統合



SPARC Japan NewsLetter NO.45 
 

29 

でも進められている機械可読の DMP（machine-

actionable DMP）の利用の仕方ともつながっていき、

単純にデータを登録するだけでなく、それがまた社会

を良くするアウトプットが出せるものになっていくと

考えて取り組んでいるので、大変良いご質問だと思う

のですけれども、引き続き検討中という答えにさせて

ください。 

 

●矢吹 ありがとうございます。最後にもう一つ、

「GakuNin RDM 上で DOI を取得した場合、リポジト

リにデータを連携した場合にその DOI を引き継ぐの

でしょうか。あるいは、GakuNin RDM とリポジトリ

のそれぞれで DOI を取得することになるのでしょう

か」という質問です。 

 

●大波 まず、DOI は GakuNin RDM で取得できるの

ではなく、公開基盤の JAIRO Cloud で登録できるよう

になっています。一方で、DOI はそもそもジャパン

リンクセンター（JaLC）や他の分野別データベース、

あるいは海外のリポジトリで並行して取られてしまう

場合もあり、複数の DOI を持った場合にどちらを優

先させるかということは DOI の中で大きな議論にな

っていると思います。一つの答えとしては、最終的に

CiNii Research で検索するときに名寄せをして複数の

DOI を示すようにしています。そのような形で、

DOI を複数取ってしまった場合でも、それを織り込

む形で基盤の方で対応できるようにしています。 
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会場からの質問に対するパネリストの回答 
 

●林 大変ありがたいことに質問をたくさん頂いてい

ますので、前半はまずそれにお答えして、後半は今後

の研究データポリシー関連活動にどうつなげていくか

という議論をさせていただきたいと思います。 

 

●池内 質問を読み上げさせていただきます。まずは

純粋な疑問ということで、三宅様への質問です。「基

本的な考え方において目指す主要な数値目標にある、

2023 年度までにデータマネジメントプラン（DMP）

およびこれと連動したメタデータの付与を行う仕組み

とは、具体的にどういうものでしょうか。2023 年度

から科学研究費補助金（科研費）と公的資金による研

究において DMP と研究データのメタデータ提出が必

須になるということでしょうか」という、現場として

は大変気になる質問が来ています。 

 

●三宅 こちらの内容については、各競争的資金制度

などによって書きぶりは変わってくると思うので、そ

の制度に合わせた求めをしていくということを考えて

います。基本的には、データマネジメントプランを作

成して、それを基に管理することになるかと思ってい

ます。これについては、管理すべき研究でも変わって

くるので、それぞれの競争的資金の中で詳細を定めて

いくことになろうかと思います。もちろん、これもだ

んだん慣れてくるので、最初のうちはそのような内容

から、少しずつ具体的な内容が入ってくると思ってい

ます。 

 科研費については、ただ今、検討していただいてい

SPARC Japan セミナー2021 

総合討論（第 1 部） 

研究データポリシーをめぐる論点整理を中心に 

林 和弘  （科学技術・学術政策研究所） 

池内 有為  （文教大学 文学部） 

三宅 隆悟  （文部科学省 学術基盤整備室） 

田野 俊一  （電気通信大学長） 

大波 純一  （国立情報学研究所 オープンサイエンス基盤研究センター） 
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ます。特に科研費は金額が大きく、件数も多くて、研

究の規模も大小さまざまなため、かなり慎重に検討し

ていると聞いています。具体的な中身につきましては、

また新規公募分において内容を明らかにしていただく

形になるので、それまでお待ちいただければと思いま

す。 

 

●池内 メタデータとは、機関リポジトリなどでの公

開を前提としたときに付けるメタデータという理解で

よろしいでしょうか。 

 

●三宅 はい。説明が漏れていました。これもムーン

ショットの関係では先行して動いていて、イメージ的

にこういう項目をということで動いていたりもします。

これもいろいろカスタマイズが入ると思いますが、研

究データの公開・管理をする際に研究データに付与す

るデータ項目を明示して、それを付けた上で公開する

ということが研究費ごとに求められるというものです。 

 

●池内 大波さんのご講演でも、メタデータについて

は検討が慎重に進められていると伺いましたが、現場

の研究者や研究を支援する方たちにとっては、必要な

ものを何度も重複することなく、無駄なくきちんと入

力できるようになると大変助かります。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 続きまして、取り組みを実施していく上での疑問と

いうことで、お三方にそれぞれ 1 点ずつ質問が来てい

ます。 

 まず、引き続き三宅様への質問です。「オープンサ

イエンスや研究 DX の取り組みは文部科学省だけでは

なく全省庁が一丸となって取り組む必要があると思い

ますが、省庁間の連携はどのようになっておりますで

しょうか」。 

 

●三宅 まさにご指摘のとおりで、今回ご紹介した科

学技術基本計画や基本的な考え方は、実は内閣府主導

でまとめられています。基本的な考え方も統合イノベ

ーション戦略会議で関係の大臣が出席している会議の

中で決定され、政府としてはこれを全省的な取り組み

として推進していく形になっています。どうしても文

部科学省の関係が非常に大きいため、われわれの関与

が大きくなりますが、取り組み自体は全省を挙げての

ものです。今回は研究データを中心に論じていますが、

当然、民間のデータなども含めて連携していくという

大方針もございます。また、もっと広げれば海外のデ

ータ基盤との連携も含めて、さまざまな形で一丸とな

って取り組んでいくという方針で進めていますので、

文部科学省だけでなく、各省を含めてさまざまな形で

推進していきたいと考えています。 

 

●池内 ありがとうございます。力強いお言葉だった

と思います。 

 

●林 田野学長、今の説明を受けて、大学の現場とし

ては、文部科学省だけを向いているということもない

と思いますし、先生の取り組みは厚生労働省や経済産

業省などのさまざまなプロジェクトとかんでいると思

います。先生側の立場から見て、省庁間連携について

何かコメントを頂くことは可能でしょうか。 

 

●田野 おっしゃるとおり、私の取り組みは文部科学

省だけでなく、いろいろなところと関係しています。

実際、内閣府に話しに行ったり、経済産業省の研究所

に行きますが、縦割りですので、複数が関わっていて

もなかなか「一緒にやろうね」とはならないのが問題

です。「大学の問題なら文部科学省ではないか？」と

いう話になるのですが、規制を改革してもらうために

内閣府などに話しに行っても、なかなか腰が重かった

りします。ですから、もっと仲良くなってほしいと思

います。 

 

●池内 今のお話からすると、データの話をきっかけ

に、割とこういった話が通じやすくなっていく土壌が

できてくるのかなという期待が少し生じました。あり
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がとうございました。 

 引き続き田野学長への質問です。「東京 BPSD プロ

ジェクトの取り組みを大変興味深く拝聴しました。実

際にデータを集めるに当たって、センサーの設置など

ではプライバシーに関わるさまざまな制限や説明も必

要とされるのではないかと思います。どのようにクリ

アされているのでしょうか」。 

 

●田野 それは大変苦労しています。まず、実験をす

るためには倫理委員会を通さなければなりません。こ

の実験は（連携先の）医学部、介護系、データ管理部

門の 3 カ所の倫理委員会を通してゴーサインが出ます。

その際、相当な量の説明を書かされます。BPSD（認

知症の行動・心理症状）であれば、患者一人一人に 1

項目ずつ説明したということをチェックしたものを付

けて、ようやくデータがもらえます。BPSD に近い

方々ですので、なかなか理解に時間がかかる方もいま

す。基本的には患者とその家族の方々に 1 人 1 時間ぐ

らいかけて一個一個説明しています。そのぐらいしな

いとデータがもらえません。さらに、データの利用目

的も、BPSD の予測・対処に使うということに限定さ

れており、それ以外での使用は禁止です。非常に大変

です。 

 もう 1 年半ぐらい実験を行っていますが、やはり音

声が重要だということが分かってきました。音声とい

っても、ため息もそうですし、本当の言葉も重要です。

それで 1 個センサーを増やそうと思うと、また倫理審

査にかけて、もう 1 回説明が必要となります。このよ

うな手続きを経てようやく実験ができます。 

 ただ、患者や家族の方々はとても困っていますので、

非常に協力的です。それ以外の方に、データを自由に

使わせてと頼んだ場合、恐らくノーと言うのではない

かと思います。BPSD は難しい問題だからこそ協力者

は多いと思っています。 

 

●池内 後続の機関なり研究者にとっても非常に示唆

に富む事例だと思います。3 カ所に倫理の申請をする

ということですが、それぞれ違った部分を審査される

のでしょうか。 

 

●田野 同じ研究目標ですけれども、電気通信大学の

倫理委員会は、データの管理や、どれぐらい保存して

いるのか、どれぐらい個人名を出さないかなどを審査

します。私たちと連携している順天堂大学は、医学的

に見てそのようなデータを取っていいのかを審査しま

すし、介護センターのようなところでは、介護士とし

て OK なのかという観点で審査します。立場の違い

で見る項目が結構違っており、三つを合わせて全体の

研究の倫理審査会としています。 

 

●池内 非常に丁寧な手続きを取られていることがよ

く分かりました。ありがとうございました。 

 3 点目は大波様への質問です。「GakuNin RDM での

研究データ管理ですが、企業などとの共同研究の際、

GakuNin RDM を利用していない企業との研究データ

をどう管理するかなど、まだ使い勝手が良くないと思

います。そのあたりは何かお考えになられているでし

ょうか」。私の所属している大学も実はまだ GakuNin 

RDM に入っていないので、個人的にも大変関心のあ

るところです。よろしくお願いいたします。 

 

●大波 GakuNin RDM に登録していない方など、さ

まざまな方が共同研究にはいて、そういう人と

GakuNin RDM を使う場合はどうしたらよいかという

ご質問だと思います。一つの答えとして、GakuNin 

RDM の登録情報については、外部のさまざまな公共

リポジトリとの連携を行っているので、データそのも

のについては、そういったところと GakuNin RDM 登

載のアドオンを介してつなげるということをお試しい

ただければと思います。 

 その一方で、GakuNin RDM という基盤をプロジェ

クト管理として使おうとしたときに、そもそもログイ

ンもできないし、どういうものかも分からないという

ところで、さまざまな人が集まるプロジェクトで一緒
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に取り組んでいくことが非常に難しいという話になる

と思います。それについては、GakuNin RDM の認証

ルーティンをもう少し広いものにしていくべきではな

いか、フリーで使える IdP（Identity Provider）と呼ば

れる認証機関を介して設定していくべきではないかと

いった議論も中でしているところです。まだどのよう

になるということは言えず、ご迷惑をお掛けしている

部分もあるのですが、ご意見は受け取らせてさせてい

ただきます。ありがとうございました。 

 

●池内 もちろんセキュリティ第一ということは重々

承知していますので、ご無理のない範囲で、しかしご

対応を考えていただけるということで、ありがとうご

ざいます。 

 今度は評価の話について、三宅様への質問です。

「研究開発を行う機関の責務として、研究データマネ

ジメント人材支援体制の整備および評価とありますが、

機関が自己評価を行うということでしょうか。大学の

場合、具体的な評価の方法の想定はございますでしょ

うか」。 

 

●三宅 詳しくは基本的な考え方の本文をご参照いた

だければと思いますが、大きく二つの観点で書かれて

います。 

 一つは、研究データマネジメントを行うことに対す

る支援が必要となりますので、支援体制の整備をまず

機関の方に求めています。そのためには当然、そうい

う人材のスキルや取り組み自体が大学の中で職務とし

て位置付けられなければいけません。それがどういう

形かということについてはいろいろあり、また関連部

署も非常に多くて、どこに置くのかということもある

かと思いますが、取り組み自体を職務として明確に位

置付けて評価するというのがまず一つの観点だと思っ

ています。 

 もう一つは、研究データを管理すること自体の研究

者への評価という観点です。これについては基本計画

の中でも、具体的な取り組みの状況について、研究者、

プログラム単位、機関など、いろいろな段階で評価体

系に導入するという方針が示されています。この具体

化については別途評価部局の方で検討しており、その

内容を踏まえて、具体的にその機関の中でどのような

形で行うのか、いろいろな段階があるけれども、その

中でどうやって取り組むのかということを検討すると

いう流れだと考えています。 

 

●池内 今回は人材の話はメインテーマではないので

すが、どうしても今後議論が必要になってくる部分か

と思います。ありがとうございました。頂いている質

問は以上です。 

 

●林 ありがとうございます。まだ質問は受け付けて

いますので、適宜 Slido の方にお願いできればと思い

ます。 

 

討論 
 

●林 本日のタイトルは「研究データポリシーが目指

すものとは」です。多くの大学からご参加いただいて

いますが、研究データポリシーをどうつくればいいか、

あるいは、つくっただけではまずいよねということを

理解されている方が、きっとこのセミナーに興味を持

って参加されているのだと思います。その流れで、行

政、大学の現場、データ基盤整備の三者三様の立場か

らのお話を頂いて、皆さんは「どうつながるの？ こ

の話」とお感じになったところがあるのではないかと

思います。あるいは、それぞれの間に認識や実践のギ

ャップを感じた方、あるいは、それら三者と図書館な

ら図書館の方々とのギャップをすごく感じた方もいる

のではないかと思います。全てにお答えできるとは思

いませんが、この辺を、まずは研究データポリシーを

めぐる論点ということで整理していきたいと思います。 

 何より皆さんは、電気通信大学が研究データポリシ

ーに関してどのように取り組んでいるのかということ

を一番聞きたいのではないかと思います。田野学長か
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ら、電気通信大学のビジョン、あるいは大学や科学研

究そのものがこう変わっていくということを示してい

ただいた上で、大学の経営として研究データポリシー

にどう取り組んでいるか、場合によっては 2 部の上野

さんにも参加していただいてご説明いただければと思

います。 

 

●田野 これは結構大変な質問です。本学のデータポ

リシーについては、図書館を中心とした体制で粛々と

取り組んでいるところです。それはそれとして、私が

考えているのは別のことです。研究データポリシーは

使いますけれども、それだけで全部が進むとはあまり

思っておりません。そのため、乖離があるのだろうと

思います。 

 先ほど省庁で差があると話しましたが、それが典型

的で、文部科学省の立場では、研究データをオープン

にしないと論文は訴えられますし、エビデンスがない

と言われますので、論文のデータをきちんと管理しな

いとまずいというスタンスです。それは管理であって、

使うことをあまり考えていないと思います。 

 一方で、恐らく経済産業省や内閣府は、新しいもの

が組み合わされて新しいイノベーションが起こらない

ようなデータは無駄だから、新しいイノベーションが

起こるような仕組みをつくりなさいというスタンスだ

と思います。 

 文部科学省と経済産業省や内閣府は研究データに関

する立場が違っています。大学等で作成された研究デ

ータポリシーを見ると、やはりきちんと正しくエビデ

ンスとして蓄えておかなければならないというように

見えます。それは重要なのですが、それでイノベーシ

ョンが起こるかどうかは分かりません。先ほど、（三

宅室長が紹介された NISTEP の実態調査の「研究デー

タ公開のポジティブな影響」について）良かった・悪

かったという数値がありましたが、それでイノベーシ

ョンが起こったというデータはありませんでした。本

当は調査項目に新しいルールを発見した、規則を発見

したというデータがあればいいのですが、そうではな

く、自分の研究に役立ったというデータしかないので

す。ですから、イノベーションが起こるということと、

管理するということは少し違うように思います。それ

は両方一緒にやるというより、別々にやって統合する

のがいいのかなと思っています。答えになっておりま

せんが。 

 

●林 いえいえ、正直、そこをすらすらと答えられる

大学はまだ一つもないのではないかと思っています。

三宅さん、少しコメントしたいことがあるのではない

でしょうか。 

 

●三宅 文部科学省においても、研究 DX に向けて研

究データを管理して活用していくという方針で進めて

います。研究データ管理の話で先行して出たのが研究

倫理や研究公正の話、10 年保存の話などです。その

ような経緯もあり、そういうイメージから入られてい

るのだと思いますが、文部科学省でも、他のデータリ

ポジトリの話や各分野間のデータベースの話をつない

で一体的に利活用していくという方針は出しています

ので、そこは経済産業省なども含めて同じ方向を向い

て取り組んでいるつもりです。それが足りないという

ことであれば、さらに頑張りたいと思います。 

 その上で、やはり足りていないのが具体的なケース

です。やったらどう役立つのかという話がなかなか見

えてきませんので、取り組んだ方がいいに決まってい

るのだろうけれども、どうしようかなと思うのは当然

のことだと思います。したがって、われわれとしては、

マテリアルサイエンスを中心としたユースケースの取

り組みに注力しているところです。 

 こういう取り組みは、例えば気象の分野や天体の分

野など、そもそもそれをしなければ研究にならないと

いう領域においては、DX の前の段階からいろいろと

されています。しかし、恐らくこの話は、領域を超え

てさまざまな研究領域においても同じような動きがで

きるし、領域を超えたデータの活用も新しく見えてく

ると思います。確かにそこに関してはなかなかケース
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が見えづらいところがあるので、そういうところをし

っかりと見せながら進めていかないと、なかなかこの

取り組みは具体化していかないのではないかと思って

います。そういうところに注力して進めていきたいと

考えています。 

 

●林 もしよろしければ、上野さんのお立場でどのよ

うな取り組みをしているかという情報も共有していた

だけるでしょうか。 

 

●上野 田野学長からも話がありましたが、私もこの

取り組みには二つの方向性があるのだと認識していま

す。 

 一つは、先生方が論文発表等で研究データを管理し

なければいけない一方で、そのオープンになっている

データを使っていろいろなことをしたい。特に本学の

図書館ですと、5 年前からセンシングができる仕組み

を設けて、人感センサーや CO2 センサー、カメラの

データ、個人情報が関わるデータなども取得できる設

備を別途構築してきました。これを用いて、図書館の

パフォーマンスの数値化や向上、あるいは教育分析な

どにつなげていきたいと考えています。その中では、

やはり今あるデータを図書館だけで持っていても意味

がないので、学内の先生方や、できれば学外の方にも

使ってもらえるような仕組みにして、先生方だけでは

なく図書館としても乗っかっていくのがいいのではな

いかと思っています。 

 それを踏まえて、文部科学省からの通知を受けて、

昨年、図書館のある学術情報課、研究推進課、情報基

盤センターに声を掛けて、ポリシーとシステムの準備

に協力してもらう学内体制を組みました。これを研究

担当理事に説明して、研究担当理事から役員にこの案

件を進めますという話をしてプロジェクトが開始しま

した。現在、情報基盤センターでは、GakuNin RDM

の利用申請を行い、準備中です。 

 一方で、ポリシーをどうするかという中で、私もま

だ先生方とのコミュニケーションや勉強が不足してい

るところもあるので、先生方が実際にどのように研究

データを管理しているかというアンケートを実施する

準備をしているところです。これを年度明けぐらいま

でに集計して、その結果を踏まえて、本学は管理プラ

ス研究の推進という 2 点を実現するためにどのような

ポリシーで進むのか、また、それを踏まえてどんなシ

ステム構成にしていくのか、どんなサービスをするの

かということを検討していきます。 

 

●林 大変重要なお話で、この企画をやってよかった

と思うのですけれども、最初に、通達があったからい

きなりデータポリシーの検討を始めたのではなくて、

まず電気通信大学として研究の姿はこうあるべきとい

うことをきちんと認識した上で、ポリシーをどう役立

てるか、そのために必要なステークホルダーは誰かと

いう順序でデザインして進めているということで、こ

のストーリーは多くの大学の参考になるのではないか

と思います。 

 三宅さんの代わりに言ってしまいますが、行政側も

決してポリシーをつくるためにつくれと言っているわ

けではなくて、行政なりに研究 DX の姿を描き、それ

はアカデミアと全くイコールではないかもしれないけ

れども、それに向けてマネジメントに役立つポリシー

づくりをしましょうという流れになっています。です

から、その辺にある公開されているものを少し直せば

できてしまうというような対外的なポリシーは政策と

しては全く本望ではありません。その点で、何のため

につくるかということをきちんと考えていくという姿

を示していただいたのは大変重要だと思いました。 

 三宅さん、すみません、私が話してしまいましたが、

何か補足コメントはありますか。 

 

●三宅 まさにそのとおりで、何のためにしているの

かということが一番大事です。例えば各研究機関や大

学も、研究方針などの戦略に基づいて、どうしていく

のかという階層構造になっていると思います。単純に

ここの部署がやればいいという世界ではなく、研究推
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進や情報基盤、図書館などいろいろなところをまたが

る話ですので、非常に難しいことはよく分かっている

のですが、検討の中でそういうものを定めていただけ

ると大変ありがたいです。 

 

●林 その流れで、田野学長にもう一つ伺いたいこと

があります。この手の話を進めるときは必ず抵抗勢力

が生まれます。誰がいい、悪いではなくて、構造的な

革新にはイナーシャ（慣性力）が働く、あるいは反対

の動きが出るものだと思います。総合大学の場合、特

に人文社会系を含む場合では、理工系に比べると閉じ

た世界のエコシステムで回っていればよいことも多く、

成果を外に出す必然性が感じられないというコミュニ

ティがあったりすると、その方々に納得してもらうの

が非常に難しくなるのですが、電気通信大学の中にそ

ういう抵抗勢力的なものは、そもそも構造的に存在し

得るのでしょうか。 

 

●田野 今のままのエビデンスを残すようなデータポ

リシーでは、公開しなさいと言われること自体、みん

な嫌がるのです。それは人文社会系を含め、分野に関

わらず、あまり使いたくないデータ、使われないデー

タをエビデンスにするために拠出しなさいというよう

に見えてしまうと全教員が嫌がるでしょう。どう利用

するかによって違うのです。利用されなさそうだけれ

どもやらなければならないというように、上から来て

それを整備しようとすると、公開するのが面倒で出し

たくないということになるわけです。 

 では、データが非常に使えるものになったとします。

データがみんなで使えるようになるといって欧州では

きちんと公開しようとしていますが、そうなると次は

どうなるかというと、公開した自分が負けるかもしれ

ないのです。トップ機関の素晴らしい研究データを、

あまり分析されていないけれども公開するとなると、

誰かがそのデータと別のデータを使って新しいものを

生み出してノーベル賞を取るということもあり得るの

です。 

 したがって、データを公開するなら、それがその後

どう使われたかというトラッキングが重要です。それ

をきちんと保証しないと駄目だということにも欧州は

対応しているはずですし、NII でも研究しているので

はないでしょうか。これからは、論文を書いた人は表

彰されるけれども、良いデータを公開した人も表彰さ

れるべきだ、だから評価制度も変えないとならないと

いうことです。本当に使えるデータでしたら、それを

一生懸命公開した人を表彰すべきですし、トラッキン

グシステムもつくるべきです。形式的にやってしまう

と、面倒くさいといってみんな反対しますが、本当に

使えるデータが公開され、活用されなければ意味がな

いので、公開した人のデメリットにならないようにき

ちんと保証されるようなシステムをつくる。公開する

データも、どこには出していいけれどもどこには出し

てはいけないというセキュリティをかける。そのよう

なことが次のステップとして重要だと思います。 

 

●林 この辺のエンジニアリングは大波さんのところ

の真骨頂です。先ほどセキュリティ絡みで似たような

議論がありましたが、田野学長がおっしゃった課題を

解決するような兆し、使っている人たちはこんな活動

をし始めたといった話、あるいはエンジニアリング的

にはこういう考えがあるというコメントを頂けますか。 

 

●大波 例えばデータを評価したり登録・公開したり

することがどのように社会を良い方向に動かしていく

かというところについては、いろいろなサービスを公

開することで、こういった使い方もできるし、ああい

った使い方もできるだろうという提案はいろいろあり

ます。例えば資金配分機関で絞り、大学ごとにどんな

プロジェクトが取れるかという統計情報のようなもの

をどんどん出していき、どこの部署が日本の中ですご

く頑張っているかということを可視化して見るための

基盤として、まずは情報を見ていただくということは

あり得る話だと思います。 

 その一方で、分野によって、そういうアウトプット
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が出しやすい分野と出しにくい分野があり、細かい論

文をどんどん出していけるところと、論文や本を一生

に 1 度ぐらいしか出せないところを一律に見てしまっ

てよいのかということもあります。それはまた基盤と

行政側でどのような形が理想かということを話し合っ

て決めなければいけないと思います。そういうところ

に役立つテクニックを出していこうとわれわれの方で

は考えています。 

 

●林 その意味では、管理基盤の上のサービスレイヤ

ーの設計がすごく面白いというか、田野学長が示され

た課題や評価の課題も、理想的には全部そこの中間プ

ラットフォームで解決できるはずと思いながらみんな

取り組んでいるとは思います。どこから始めるかとい

う鶏と卵問題もありますが、隗より始めよということ

で、良く言えばカンブリア紀のようにいろいろな取り

組みが無数に出てきて、残ったものが勝つという見方

もできる現状であり、そうなると手数が多い方がいい

ということはあるかもしれません。大学にはそれぞれ

性格があるので、データ管理基盤の上のサービスレイ

ヤーは十人十色になると思います。この部分が研究戦

略になり、その研究戦略に基づいたデータポリシー作

成になっていくのだろうと思います。 

 なかなか悩ましいところも多いですが、前半のこの

討論では、実務というよりは、そもそも論的なところ

もう少し深い議論ができるかと思っています。逆に、

パネルの皆さまから投げ掛けたい論点、疑問、あるい

は要望などがございましたらぜひお願いします。 

 

●田野 おっしゃるように、データをどのように使う

かということでデータポリシーをつくらなければなら

ないと思います。今のデータポリシーはかなり管理に

重点を置いているというか、公開しないと世の中から

叱られてしまうというものですが、本当は応用しよう

という感覚でデータポリシーを作成するべきだと思い

ます。そして、それは国がやらないといけません。ト

ップレベルの実験をしている人たちは公開したくはな

いです。しかし文部科学省は、「公的研究費が配分さ

れているのだから説明責任があるだろう。データを公

開しなさい」と言います。しかし、公開したことがき

ちんと評価されないのであれば、実験データの全てで

はなく、ある特定のデータだけを公開したりするわけ

です。そうなると本末転倒です。 

 データをみんなで共有して新しいことに使おうと言

っているのですが、一方で、きちんと研究していると

いうエビデンスのために公開しようとするという二つ

の流れがあります。ある国が「使う」という制度を設

定すると、その国は非常に進んでいきます。その国の

人たちは、全部のデータを公開して、みんなで共有し

て新しい発見をするようになります。しかし、別の国

では全然違うポリシーがあり、「きちんと管理しまし

ょう、どう使うかはあなたの勝手です」というポリシ

ーだとすれば、その国は廃れていきます。 

 ですから、ポリシーというのは国が栄えるか栄えな

いかに関わる大変大きな問題だと思っています。欧州

は結構真面目にデータをオープンにして、重要なのは

論文数ではない、データを公開するあなたは偉いとい

うように、データ公開に関する評価を全く変える動き

も出ているそうです。日本もそれぐらいやらないとい

けません。今のままでは管理のためのポリシーに見え

てしまいます。トップダウンで検討した方がいいと思

っています。 

 

●三宅 どのように活用していくかとともに、どのよ

うに公開していくかということも考えないといけない

と思っています。もちろん公開が善というわけではな

く、共有すべきところに共有するという管理の仕方も

重要です。全て公開しなさいと言われればディフェン

シブになるのは当たり前なので、理解してメリットを

感じていただいた上で共有していく。それはオープン

にすると意味ではなく、必要な相手と必要な情報交換

ができるというところを押さえて仕組みをつくってい

く必要があると思っています。 

 最初の議論がオープンアクセスという言葉から始ま
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ったので、全てを公開すると言っているように聞こえ

て、そこで少し反発があったという経緯はあるかと思

います。そうではなくて、それを行うことによって研

究が進むのだという理解を進めていくことが重要だと

思っています。 

 研究領域によって事情が異なるため、なかなか一律

に全て同じルールでというのが難しいことは分かって

います。そこについてはわれわれも各分野と連携して

いて、例えば民間との連携が非常に強い領域では、特

に民間側はそれがまさに将来の種になることから、公

開する、公開しないということには非常にシビアな議

論があります。メリットを一つ一つクリアにしながら

仕組みを整えていくことが必要だと思います。なかな

か一朝一夕ではできませんが、国としても、一つずつ

理解を頂きながら進める必要があります。国全体、産

業界、学全体も含めて、機運を醸成しながら進めてい

くことが必要だと思っています。 

 

●林 政策的には、昔、産学連携を進めましょうとい

って、大学と企業の共同研究あるいは特許の数を数値

目標にしたら、田野学長が懸念されたとおり形式的な

数だけ増えて、見かけ上、産学連携は進んだのだけれ

ども、1 件当たりの額が非常に小さく、特許は取るけ

れども、それが産業構造を変えたり産業に飛躍的な利

益をもたらしたりしたかというと、全然そんなことは

なかった時期があったという苦い歴史が存在します。

研究データの在り方がそれと同じことになったら、本

当に日本の国力そのものが下がりかねないイシューだ

と思います。非常に重要なご指摘を頂いたように思い

ます。 

 逆に三宅さんから見て、現場の声という意味で何か

言っておきたいことがあれば、個人的なことでも構い

ませんのでお願いします。 

 

●三宅 やはりこういう検討をしていく上で、具体化

していく中での隘路というのが一番大事な問題だと思

っています。田野学長からも、こういうところで苦労

したというお話を聞けて非常に面白かったのですが、

大学が個々で解決する課題と、国全体で解決した方が

早い課題、それぞれの役割に応じて対処していかなけ

ればいけないと思います。例えば、こういうところに

関して方針が示されているとやりやすいという観点で、

もしご示唆いただけるものがあれば教えていただけれ

ばと思います。 

 

●田野 政府にお願いしたいことはいろいろあります。

「管理する」と「使う」のうち、「使う」の方向です

と、いろいろな研究をしなければなりませんから、そ

れを政策も含めて国家プロジェクトとして進めるべき

だと思います。政策というのは、公的研究費を使った

研究は全部データを公開するというのもそうですし、

それ以外にも、いろいろなところでデータが集まって

きているので、それも公開しないと駄目ですよという

ものを本当はつくりたいのです。 

 卑近な例で言うと、例えば部屋にエアコンがあって、

いろいろなところにセンサーが付いています。最近で

は、CO2 が上がると換気が悪いということで、CO2 セ

ンサー対応のエアコンが出てきていますが、これを導

入しようとすると数千万円かかります。しかし、CO2

センサー自体は 1,000 円程度です。データをお互いに

リンクできれば全然問題ないのです。例えば、国が

「社会システムの中でいろいろなセンサーがあるでし

ょう。機能もいろいろあるでしょう。そういうセンサ

ーも機能も全て情報をオープンにしないといけない。

セキュリティはきちんと政府がつくったシステムで守

っています」というようにすると、データがオープン

になり、機能がオープンになり、アクセスを許された

人たちが連携を取って、古いエアコンも 1,000 円で簡

単に CO2 対応のエアコンにできるわけです。そうい

う政策をたくさんつくってほしいと思っています。 

 例えば霞が関に入れるシステムはそうしなさい、国

立大学に入れるシステムはそうしなさいというように、

小さいところから始められます。そうすれば、「公的

研究費を使った研究はオープンにしなさい」と言うよ



SPARC Japan NewsLetter NO.45 
 

39 

りも、徐々に広げていけるのではないかと思います。 

 お金がゼロ円で済むように政策をうまく使って、み

んながデータをどんどん使えるような世界を目指して

ほしいと思っています。使うという立場で考えると、

いろいろな政策が考えられるのではないかと思います。 

 

●林 一貫して使うという立場から、ある意味、バッ

クキャスト的に使う側から考えていくという本日のメ

ッセージが大変強く伝わってきました。使われてなん

ぼのデータだという話も含めて、全くそのとおりだと

思います。使われてなんぼのときに、では日本国とし

てどのような研究データの使われ方をしたいのかとい

うビジョン、大げさに言うと、日本国としての研究戦

略性をきちんと示しましょうという話にもなってくる

のだと理解しています。 

 

●田野 そのときに、さすが日本だという政策にして

ほしいのです。厳しく中央管理をしてがちがちになっ

ているようなデータ管理ではなく、さすが日本だとい

う政策にしてもらえるといいなと思います。そうする

と、いろいろな人が日本に集まってきて分析を始める

のです。これも競争で、全世界がそうなってしまうと

日本は負けていきます。ですから、さすが日本だなと

いうものがほしいと思っています。 

 

●林 本日の論点ではないのですが、まさに国際性の

ところだけでも半日ぐらいシンポジウムができるかと

思います。留学生や研究者に来てもらうことを含めて、

アカデミアとしても産業としても魅力的な市場である

ためには、研究データインフラが国際的に見て魅力的

でないと話にならない。まず話はそこからだという時

代が来ることが分かっています。では、そのために何

をいつ、どこまで、どうやってするのか。日本の戦略

として、少なくとも損はしない、できれば日本のプレ

ゼンスが上がる、ついでに言えばアジアの中のリーダ

ーシップを取れる形でどのように進めていくかという

議論なのだと思います。 

●池内 これに関しては、「データポリシーは管理の

ためのものではないという田野学長のご意見に賛同し

ます。研究データが公開・整備されている国や研究機

関は、世界の研究者から尊敬を集めると思います。日

本が国としてそういった余裕を持った考え方ができる

ようになることを望みます」という意見が会場の方か

らも届いています。 

 

●林 ありがとうございます。 

 

●池内 三宅室長が紹介された研究データ公開のポジ

ティブな影響ということでも、やはり実際に公開して

いる研究者の方々から、研究データを公開して国際的

な共同研究につながった、研究への注目が集まった、

ビジビリティが上がったといった声もあります。まだ

数は多くないかもしれませんが、そういった研究デー

タ公開によって起きた良いことの共有は本当に重要だ

と考えます。 

 

●林 これは無茶振りな質問ですが、大波さん、研究

データポリシーを大学が策定するに当たり、どうサポ

ートできるかということを考えたことはありますか。

単にインフラをつくることも大事ですけれども、その

上のソフトウエアやサービスなども切っても切り離せ

ない問題で、その辺でうまい相乗効果を出せないのだ

ろうかということを無邪気に思いますし、そうすると、

NII も含めて加速度的に取り組みが広がる可能性もあ

るのではないかと思うのですが。 

 

●大波 NII のオープンサイエンス基盤研究センター

の中で基盤づくりをしていて、海外の事例などの調査

も日々行っています。現在、NII の中では、データポ

リシーをどうつくるかという検討を進めていて、自分

の組織でつくるだけではなく、どうやったら他の組織

に参考にしてもらえるような内容になるかということ

も、海外の状況も踏まえて盛り込んでいるところです。

ですから、今から完全に予告できるものではありませ
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んが、もし NII の方でデータポリシーがつくられたら

公開させていただき、参考にしていただくのがまずは

第一歩としてよいのではないかと思っています。 

 

●林 そのときは NII の喜連川所長にまず研究戦略の

お話を頂かないといけないかもしれませんね。 

 

●大波 そうですね。うまく皆さんと共有していけれ

ばと思います。 

 

●池内 本日のお話を伺っていて、田野学長がおっし

ゃるように、研究サイドからも政策サイドからも、結

局目指す究極のゴールは、分野を超えて日本のデータ

が広く世界中からアクセスされて、より良く使われて、

それによって科学が進展し、社会がもっと良くなるこ

とだと思います。そのためには、公開したデータを探

すことができて、中身が理解できるようなしっかりと

したメタデータが付いている必要があります。そこの

部分での NII の役割は非常に大きくて期待するところ

ですし、その先のデータが引用されたかどうかという

トラッキングの部分についても、もし実装が進めば、

評価にもつながるような非常に重要な指標を提供して

いただけるのではないかと考えています。 

 

●大波 池内さんの言うとおりのロードマップを描い

ていきたいと思います。 

 

●林 話しているうちに、あっという間にあと 5 分ほ

どになってしまいました。理念、概論、そもそも論的

なところ、あるいはビジョンについて良い議論ができ

たと思います。 

 池内さんは研究データのモニタリングをずっとされ

ていて、私もお手伝いさせていただいていますが、デ

ータを公開している数値を追いかけることにどれだけ

意味があるのかという議論があって、田野学長の「ど

う変わったのか」というメッセージがやはり強いです

ね。 

●池内 それが今回は本当に響きました。 

 

●林 そこをどう見るか。有り体に言えば指標の開発

になりますし、それが結局、研究インパクト計量から

の研究評価にもつながるし、あるいは産業を興すため

の KPI（重要業績評価指標）など、いろいろな話にな

ります。時期尚早かもしれませんが、この辺も将来的

には追いかけていかないといけないですね。 

 

●池内 そうですね。現在の研究データ公開の進み方

は、調査によると、やはり雑誌が主導していて、ジャ

ーナルにデータを補足資料として付けなければいけな

いためにデータ公開が進んでいる状況です。そのレベ

ルにおいては、日本の研究者も当然海外誌に投稿しま

すので、横並びとまでは言えないかもしれませんが、

特に日本が遅れている感じではありません。ただ、い

わゆるトップダウンでジャーナルが公開しなさいと言

ったから公開しているというその先の、田野学長がお

っしゃるような、研究をもっと回すためのデータ公開

をどこまで日本が先陣を切ってやれるかというのが、

これからポリシーを検討する上で考えていかなくては

いけない論点ではないかと思います。 

 今回、電気通信大学のお話を率直にしていただいて、

田野学長の研究を中心とした部門と、データポリシー

を考えているところが、少し離れてしまっているよう

な感じがしました。ポリシーをつくる部門はつくる部

門、研究者は研究者ということだと、研究者に「それ

ならデータを公開した方がいい」と腹落ちしてもらえ

るようなデータポリシーをつくることは難しいのでは

ないかと感じました。率直に言うと、研究者の方がデ

ータをどう使うかということはよく考えていると思い

ますので、研究者に「こんなことができるといいな」

というところまで含めて話を伺える機会があると、ポ

リシーも実のあるものになるのではないかと感じまし

た。 

 

●林 ありがとうございます。大変重要なご指摘だと
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思います。 

 

●田野 そういう感覚で、今、文部科学省がきちんと

進めています。マテリアル実験のものをまとめる取り

組みがスタートしているので、そこの人たちに、他の

実験をどう使うかということまで考えて進めてくださ

いと指示すると、いい方向に進んでいくのではないか

と思っています。本学も、マテリアル系の 10 年ぐら

いのスパンのプロジェクトに一つ入っていますが、他

の人たちも使うようにするにはどうしたらいいかとい

うことを常に考えてプロジェクトを回してくださると

いいと思います。今はまだ「公開しましょう、公開し

ましょう」と言っているだけで、使うという観点でフ

ォーマットやポリシーを決めて、それで指示して考え

るのも一つの良いアプローチではないかと思っていま

す。研究者が考えないとやはり駄目です。 

 

●林 ありがとうございます。重要な議論をたくさん

することができました。 

 私は研究開発法人のデータポリシーのガイドライン

を策定に関わったときに、「研究機関のミッションに

立ち戻る機会である。データの話ではなく、その機関

が何の研究を何のためにするのかということを振り返

る機会になる」ということをよくお話しさせていただ

いていました。大学ランキングの定規の上に無理矢理

乗せられているきらいがある中で、むしろ自分たちの

大学の強みは何なのかということを考えることで、そ

れが研究戦略となり、データ戦略となって、ポリシー

に落ちるのだということを私自身も本日は改めて確認

しました。 

 3 人のパネリストの方々からの情報提供とディスカ

ッション、そして会場の皆さまのご質問に感謝申し上

げます。それでは、これで第 1 部の総合討論を終了い

たします。ご清聴ありがとうございました。 
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SPARC Japan セミナー2021 

総合討論（第 2 部） 

研究データに関わる各ステークホルダーとの議論 

林 和弘  （科学技術・学術政策研究所） 

池内 有為  （文教大学 文学部） 

三宅 隆悟  （文部科学省 学術基盤整備室） 

田野 俊一  （電気通信大学長） 

大波 純一  （国立情報学研究所 オープンサイエンス基盤研究センター） 

能勢 正仁  （名古屋大学） 

松原 茂樹  （名古屋大学 情報戦略室） 

白井 知子  （国立環境研究所） 

上野 友稔  （電気通信大学） 

安原 通代  （国立情報学研究所） 

八塚 茂  （バイオサイエンスデータベースセンター） 

矢吹 命大  （横浜国立大学） 

山形 知実  （北海道大学） 
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研究データポリシーをめぐる論点についての

コメント 
 

●池内 討論に入る前に、第 2 部よりご登壇される名

古屋大学の能勢様、名古屋大学の松原様、国立環境研

究所の白井様より、研究データポリシーをめぐる論点

について、簡単にコメントを頂戴したいと思います。 

 

●能勢 私の本業は研究者で、宇宙空間で起こってい

る現象の研究をしています。実際にフィールドへ出て

自分でデータを取って、そのデータを解析したりしま

す。その他に GPS 衛星などが飛翔している地球近傍

領域について、人工衛星が観測したデータを使い、共

同研究をしながら研究を進めています。ですから、ま

さに研究データのポリシーができたら、それに従って

研究データの公開をする立場にいます。 

 研究者の同僚などの反応を見ていると、やはり研究

データポリシーが策定されてデータを公開するとなる

と、「やらされている」「余分な仕事だ」と感じる傾向

にあると思います。それは研究者の置かれている最近

の状況が、非常に人が減っていることに呼応して業務

量が増え、競争的研究資金の配分が大きくなって、大

学に配分される研究費もその業績に応じて変わるとい

う厳しいものになってきているので、さらに余分な仕

事をするのかというのが現場の研究者の大多数の正直

な感想になるのだと思います。 

 しかし、研究者がデータを公開しないと研究データ

の利活用は始まらないので、義務でやらされていると

感じているというのは非常に残念なことです。研究デ

ータポリシーを策定する際に、どのように策定すると

研究者がなるべく幸せにデータをシェアして公開して

いけるのかという立場で、名古屋大学の松原先生と一

緒に、名古屋大学における研究データポリシーについ

て議論させていただいているところです。 

 

●松原 私は情報戦略室に所属しており、大学の研究

データ管理には情報側から携わっています。話題提供

ということで一つの事例をお話しさせていただきます。 

 名古屋大学は 2020 年にデータポリシーの策定を行

いました（図 1）。2020 年 7 月に原案を作成し、10 月

に最終案が承認されています。原案を作成するときに

いろいろ議論があったのですが、教育・研究を担う組

織として、研究データだけではなく、教育コンテンツ

も管理・公開・利活用を積極的に進めるということを

含めて学術データのポリシーとしてまとめました。 

 ポリシー自体は 5 項目から成っているのですが、そ

れに解説を添えて、ポリシー策定の趣旨と構成を解説

しています。このポリシーの 5 項目目に「大学の責務」

として、構成員の活動を支援するということを定めて

います（図 2）。それに対応して解説では、支援環境

の例を九つ示しています。 

 それを受けて、データポリシーにおける大学の責務

を遂行する主体として、実務を担当するマルチステー

クホルダーから成る組織をつくって活動を進めていま

す（図 3）。セミナータイトルの「研究データポリシ

ーが目指すもの」という点では、このデータポリシー

がまさに組織における研究データ管理・公開・利活用

の力になっていると思いますので、データポリシーを

（図 1） 

ポリシー策定まで

2020.07） 原案の作成【研究データ基盤整備部会】
• 「研究データポリシー」から
「学術データポリシー」に

• 名古屋大学における
学術データの管理・公開・利活用の原則

2020.10）最終案の承認

学術データ
研究データ

教育コンテンツ

http://www.icts.nagoya-u.ac.jp/ja/datapolicy/

解説）ポリシー策定の趣旨と構成
（2020.09研究データ基盤整備部会）

（図 2） 

ポリシー と 解説（大学の責務）
• 名古屋大学学術データポリシー

名古屋大学は、構成員による学術データの

管理・公開・利活用の活動を支援する
大学の
責務

1. プラット
フォーム

2. データ
管理計画

3. データ
リポジトリ

4. メタデータ
作成

5. データ
利活用促進

6. 契約・法務

7. 奨励・
実績評価

8. 規定・
実施要項

9. 啓発
解説で例示された９つの支援環境
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力に変えていくということが一つの論点としてあるの

ではないかと思っています。 

 

●白井 私は能勢先生と同じように研究をバックグラ

ウンドとしています。地球環境の部門にいて、研究の

他に研究データの利活用、基盤の構築、運用などを行

っています。 

 2018 年 9 月の SPARC Japan セミナーで、国立環境研

究所のデータポリシーをつくったときの経緯などを発

表していますので、そのあたりについてはもう一度ご

説明することはしませんが、国立環境研究所では

2017 年にデータポリシーを出しています。内閣府の

ガイドラインができる前だったのですが、これは研究

所としてデータを積極的に公開していくという大枠の

方針を示すデータポリシーになっています。 

 ただし、ポリシーは組織の理念や方針を示すものと

してつくる価値がある一方で、その中でどの程度実効

性を持たせるかがポイントとなってくると思っていま

す。国立環境研究所の場合、研究分野が多岐にわたっ

ているので、具体的なデータ公開に関する取り決めな

どはポリシーに盛り込まず、ある程度、現場で調節で

きるような形のポリシーにしてあります。それは現場

としては大変ありがたくてやりやすい一方で、何らか

の決まりによって決めたいというときに決めることが

できません。分野によって、自分で適切な判断ができ

る人材がいる、あるいは分野として非常に決まったマ

ナーがあるという場合はいいのですが、そうでないと、

全然決められない、判断できないということにもなっ

てしまうという、いい面と悪い面があります。ですの

で、組織の中でどの程度細かいところまで決めるかと

いうことは、ある程度論点になるのかなと考えていま

す。 

 あとは、ポリシーを決めるといっても、それはそれ

で専門的な知識が必要であり、組織としてどの程度支

援できるかという問題がありますので、そのあたりも

含めて、やはり一つ一つの機関が自機関の状況に合わ

せてつくっていくものだと感じています。 

 

会場からの質問に対するパネリストの回答 
 

●池内 それでは討論を進めたいと思いますが、ディ

スカッションに先立ちまして、まずはお寄せいただい

た質問にお答えしていこうと思います。 

 

●林 質問を紹介させていただきます。まず、回答講

演者指定なしということで、「本学ではオープンアク

セスポリシーは未策定ですが、2025 年までに研究デ

ータポリシーの策定を迫られています。手順としては、

まずオープンアクセスポリシー策定後に研究データポ

リシーの策定に着手すべきでしょうか」という質問で

す。 

 

●池内 これはどなたか、いかがでしょうか。 

 

●林 科学技術・学術政策研究所（NISTEP）で研究

データポリシーに関する講演会をしたときに、その議

論で大いに盛り上がりました。そのとき、講師として

NII の船守さんに来ていただいたのですが、特に規模

の小さい大学の場合は、まずオープンアクセスポリシ

ーをつくる、ないしはオープンアクセスポリシーをつ

くっているところはそれを拡張して研究データポリシ

ーにするところから始めるのが現実的ではないかとい

う議論になりました。そのとき三宅さんもいらっしゃ

いましたね。私が答えてはいけないのですが、特にご

意見がなかったのでまずは情報共有させていただきま

した。 （図 3） 

ポリシー策定のその後

2021.03）学術データ基盤整備ワーキンググループの設置

教育

研究

図書館

情報

WG

IR

医

産学連携

学術データポリシー
「大学の責務」の遂行

実施計画の立案
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 もし回答がございましたら適宜受けたいと思います

が、ひとまず次の質問に移らせていただきます。 

 「研究データの提出・利活用に関して質問です。研

究データポリシーに基づいてリポジトリ等で公開され

る研究データの権利処理はどのような形があるでしょ

うか。論文等の場合はクリエイティブ・コモンズ・ラ

イセンスを付与しての公開も増えていますが、研究デ

ータの場合に適したライセンス処理の実例はございま

すか」。これは既にポリシーをつくって運用している

研究機関からのご回答があると大変ありがたく思いま

す。白井さん、どうですか。 

 

●白井 ライセンスの問題はよく質問を受けます。そ

の都度、私も結構悩むのですが、地球環境のデータベ

ースではオリジナルの利用規約をつくってもらうこと

が多いです。元々、いろいろ細かく決めたい人が多か

ったということもあり、それぞれのデータに合わせて

自分で判断して決めてもらった方が後々いいので、ひ

な形の中で、これは違うと思ったところを変える形で

オリジナルのライセンスを作ってもらうことが多いで

す。最近、割とデータジャーナル、あるいは普通の論

文でも、ポリシーとしてデータを CC BY で公開して

ほしいということを言われることも多くなっています。

そういったことにももちろん対応しているので、自分

のデータはうるさいことを言わないからどんどん使っ

てくれという人は、CC BY などで出しています。 

 あとは、研究データ利活用協議会（RDUF）の中で

ライセンスの研究データライセンス小委員会が「研究

データの公開・利用条件指定ガイドライン」をつくっ

ています。この小委員会には池内さんも入っておられ

ますが、やはりそういった文書があると、こちらとし

ても「こういったものもご活用ください」という感じ

で渡せるので、あれはつくっていただいて本当によか

ったと思っています。 

 

●池内 研究データ利活用協議会でのライセンスのガ

イドラインの策定についてはいろいろと研究した経過

があって、クリエイティブ・コモンズ・ライセンスが

やはり一番知名度も高くてよく使われているというこ

とで、当初はそれを付けて出せばいいのではないかと

いう議論をしていました。ただ、そもそもの話として、

クリエイティブ・コモンズ・ライセンスは著作権があ

るものに対して付けるのですが、研究データは一般的

に著作物として認められない場合が多く、しかもその

判断が非常に難しいです。そのため、クリエイティ

ブ・コモンズ・ライセンス相当というのでしょうか、

名前としてはほぼ一緒で、例えば先ほどの CC BY の

ようにライセンスを表示する形で付けるのですが、ク

リエイティブ・コモンズ・ライセンスそのものではな

い方がいいというガイドラインになっています。後ほ

どガイドラインをチャットに貼りますので、よろしけ

ればご覧になってください（研究データの公開・利用

条 件 指 定 ガ イ ド ラ イ ン

https://doi.org/10.11502/rduf_license_guideline）。 

 

●林 それでは次の質問に移ります。「利活用のため

の研究データ管理、公開、共有について、教員からも

メリットが理解できないという指摘を多く頂いていま

す。説明しようにも、現場の事務レベルでは具体的な

経験がないため、実感を伴う説明ができず苦慮してい

ます。先行事例などの積極的な紹介をお願いしたいで

す」。このコメントは、これまで進められた方はどう

いう事例をお持ちですかという質問に読み替えさせて

いただきますが、いかがでしょうか。 

 

●能勢 最近の例ですが、卒業生の研究を指導してい

て、卒業生や修士課程の学生の研究でもデータが出て

くるわけですが、それを死蔵させるのは非常にもった

いないので、名古屋大学の図書館に公開という形で置

いたことがあります。そうすると、データを公開する

ことによってやはり別の研究者に利用され、その方か

ら「こういうデータを使ったのだけれども、一緒に共

同研究しないか」という反応がありました。公開する

ことによって利用されて将来的な共同研究につながる

https://doi.org/10.11502/rduf_license_guideline
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ということは本当に実感するところです。 

 ただ、将来的には、やはりデータの公開に対して客

観的に評価するような指標と仕組みが必要になってく

ると考えています。 

 

●大波 成功事例等の積極的な紹介という点で、今で

ないと言えないことは、やはり新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）対応の情報だと思います。パンデ

ミックが始まって COVID-19 の情報がどんどん出てき

て、それを基にワクチンを作ったり、COVID-19 には

どういう特徴があるかということを世界中の研究者が

こぞって研究しています。そのスタート地点として、

遺伝子のデータなど生物のデータは元々オープンにし

てライセンスをはっきりして共有するという文化が十

分育っていた面があって、そのおかげで COVID-19 の

ことが迅速に分かって、ある程度対応できているとい

う状況だと思います。これがもし 20 年前など、あま

り遺伝子の情報を公開するという機運が醸成されてい

ない状況だったら、全然スピード感が違ったと思いま

すし、もっと世の中は混乱していたのではないかと思

います。 

 そういう意味では、先にデータを共有してライセン

スやポリシーをしっかり定めておくということは重要

です。生物のデータも、共有を始めた頃は皆さんやは

り苦労があって、ここまでやらなくていいのではない

かと思いながらやっていたことが、ようやく今になっ

て芽吹いたわけですから、先んじてやっておくことに

は意味があります。今回、日本全国で大学などに研究

データポリシーを策定していただくに当たっては、将

来何らかの研究の情報が急に必要になったときに、そ

の状況になってからルールを定めて取り組むのでは遅

いので、あるべき論として先に定めておくのがいいの

ではないかという説明の仕方ができるのではないでし

ょうか。 

 

●林 ありがとうございました。それでは、もう一つ

質問を紹介したいと思います。「オープンアクセス方

針、オープンアクセス実施要領、研究データポリシー、

機関リポジトリ運用指針と、たくさんの方針や指針を

次々と策定することが求められ、猥雑になっていくよ

うに思いますが、研究成果の公開という一つのことを

するに当たって、例えば OA 方針実施要領と機関リポ

ジトリ運用指針を一つにまとめるなどした場合、何か

不都合があるのでしょうか」という質問です。これは

ぜひ名古屋大学にお答えいただけるといいかと思いま

すが、いかがでしょうか。 

 

●松原 多分そういった整理は必要になるのではない

かと思います。例えば、本学では学術データポリシー

と呼んでいますが、そういったデータポリシーの成立

を受けて、機関リポジトリのポリシーが変わるなど、

ポリシー間の関係も変わっていくと思うので、統合な

どの整理の仕方は今後出てくるのではないかと思って

います。重要な意見だと思います。ありがとうござい

ます。 

 

●林 それでは、次の質問でいったん質問コーナーを

終わりにしたいと思います。「大手海外出版社の学術

誌ではデータシェアリングポリシーが挙げられ、その

中では、Data Availability Statement として、データの要

件や公開元の明示の仕方について提示が見られます。

データポリシーはこれに対応できるものであればと思

いますが、いかがでしょうか」。これも、既に策定さ

れた方々がどのように運用しているかという情報をシ

ェアしていただけると助かります。 

 

●能勢 研究データポリシーと学術出版誌のステート

メントは基本的に同じようなものではないかと考えま

す。これらは、プリンシプル（原理）であって、研究

者は、ではそれをどう実現するのかという点で非常に

困っています。データを公開することには賛同するの

ですが、どのように公開するのか、メタデータにして

もどういう情報が必要なのか、出版社に受け付けても

らうにはどのようなデータをどこに置けばいいのかが
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分からないということがあります。ですので、研究デ

ータポリシーや出版社のステートメントのもう少し下

のレベル、実際にそれをどう実装するのかという段階

で、具体的な手順の説明が必要だと思っています。 

 

●林 雑誌というより、共同研究をするときの方が大

変になりそうな気がします。特に国際共同研究になっ

たとき、あるいは研究室同士で少しカルチャーが違う

ときに、データをどう管理するか、どう公開するか、

どう共有するかというのは悩ましい話だと思いました。 

 質問は以上とさせていただきます。 

 

●池内 ありがとうございました。 

 

討論 
 

●池内 今の質疑の中からもいろいろな論点が出てき

ました。まず白井さんのお話の中で、2017 年にポリ

シーを策定して、その後どう実効性を持たせるかとい

うご発言があったと思います。データを公開しましょ

うというポリシーをつくった後に、その強制力がそれ

ほど強いものでなく、しかしやはりデータ公開を進め

ていきたいというときに、どんな働き掛けができるの

かというところが気になります。能勢先生のお話の中

では、学生のデータを図書館のリポジトリに登録する

という事例がありましたが、何か具体的な働き掛けや

取り組みがあれば紹介していただけますか。 

 

●白井 言いたかったのは、要するにデータポリシー

をつくったからといって現場側がデータを出していく

ことにはつながらないということです。先ほどの質問

にあったように、現場のモチベーションをどうやって

上げるかは課題だと思います。研究者に対し「ご自分

のデータがこういうふうに役に立つかもしれませんよ」

と言って回るのはあまり得策ではない気がします。

「あなたに言われなくても、私のデータのことは私が

一番知っています」という反応をされてしまうでしょ

う。 

 人間というのは現金なもので、やはり自分の業績に

なるとか、お金をもらえるとかいうことがあると行動

するものだと何となく実感しています。論文を出そう

と思ったときに、データをそれなりのリポジトリから

公開していないと査読にも回らない、あるいはそこま

で厳しくなくても、パブリッシュするときまでには一

般に公開できるようにしておいてねという学術誌・出

版社は本当に増えてきています。やはり研究者は論文

が出ないと業績にならないので必死で出します。論文

がやっと書けたのに、データ公開で手間取ってサブミ

ッションが遅れてしまったり査読開始が遅れてしまっ

たりすると悔しいので、今度からは前もってデータを

公開する準備をしておこうというようになります。そ

ういういいサイクルが回っていく様子を実際に目の前

で見ているので、やはり理念だけではなくて、実際の

メリットが感じられるとうまくいくのだと思います。 

 もちろん、データが使われることによって共同研究

が始まるなど、本当の意味でのいいこともあるのです

が、それをぶら下げられても、天秤にかけるとやはり

日々の忙しさに負けてしまいます。ですから、まずは

目の前のメリットを感じて、進めていくうちに本当の

意味でのいいことも時々入ってきて、さらにメリット

を感じるというのがいいのかなと思っています。 

 

●池内 率直なご意見をありがとうございます。研究

者の実感として、本当にそうだと思います。バイオの

分野でも、まずはデータを登録してからということで

進んだ面が大きいと思います。 

 そうすると、ジャーナル以外の評価をしてもらえる

可能性があるかどうかが気になるところです。大学、

あるいは文部科学省でもいいと思いますが、データを

公開することを、例えば論文を出版することと同じよ

うに評価しようというお考えはおありでしょうか。こ

の件は、大学側はまず田野学長に伺いたいです。例え

ば大学の教員の評価なり 1 年間の業績報告なりの中に、

データが入ってくるという可能性はあるでしょうか。 
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●田野 この取り組みがうまくいけば、それはもちろ

んあり得るというか、私たちが最初にしなければなら

ないのだろうと思います。そのときに、単にデータを

公開したというだけではなく、うまく使われたという

指標が本当はほしいのです。それがないと、どんどん

変なデータがアップされても仕方がないと思います。 

 

●池内 「何でもいいから取りあえず」ではなくてと

いうことですね。 

 

●田野 私たちは、とにかくデータを公開したら少し

は「偉いよ」と評価しますけれども、それが論文 1 本

と比較するとなると、研究者から見ても、あまりいい

評価をされていないと感じるのではないでしょうか。

いろいろな研究者がデータを使ってくれたという指標

と、1 回しか使われなかったけれども非常に大きな発

展に結び付いたという指標が本当はほしいです。この

二つをきちんと評価しなければ、なかなかデータは公

開されません。ただ、その評価の方法は一大学では開

発できません。 

 5 年ぐらい前に、カーキーというシステムがはやり

ました。これは、みんなでアイデアを出して新しい製

品を作ることを進めるために、誰が発言して製品化ま

でされたかをトラッキングするシステムです。本当に

素晴らしい意見を言った人には例えば売り上げの 5％

が行くということで、みんな一生懸命話したり、デー

タを公開したりします。そういうシステムがないと、

大学が「幾つ公開したから 1.5 点ぐらいあげますよ」

という話をしても、なかなか進まない気がします。 

 

●池内 そうですね。データの活用という話になると、

もちろん研究に使われることもあれば、企業や市民に

使われることもあり、いろいろな広がりがあるので、

そのあたりのトラッキングの難しさもあるのかなと感

じました。 

 三宅さんはいかがでしょうか。 

 

●三宅 ご指摘の点はまさに考えなければいけない点

です。科学技術基本計画上も、それについて取り組む

べしということで、政府においても方針が示されてい

ます。具体的には、研究データの管理・利活用に関す

る取り組みをさらに促す観点から、これらの取り組み

状況を研究者、プログラム、機関等の評価体系に導入

するという方針が掲げられており、評価部局を中心に

具体化に向けて検討が行われている状況です。研究デ

ータの管理・利活用の取り組みをどう評価していくの

かということが議論されていて、その結果が国などの

立場からの評価の中にも順次反映されていくと思いま

す。 

 ただし、そもそも学術コミュニティにおいて研究デ

ータを管理・利活用していくこと自体が認められない

と、本当の意味での定着はしないと思っています。そ

ういう意味では、このように活用してうまくいったと

いう実例を積み重ね上げながら、コミュニティの中で、

これを評価すべきなのかどうかという議論も並行して

進められると、取り組みが全体的に広まっていくので

はないかと思います。 

 

●池内 そうですね、評価ありきになってしまっても

違うかなという感じはします。先ほど、COVID-19 に

関してはデータ共有が盛んに進められたという話があ

りました。バイオの、特に COVID-19 関係のデータ共

有に関しては、公開してもそのことによって研究者が

不利益を得ない仕組みづくりがされているかと思いま

す。先に研究データを公開したとして、例えばそれを

使った論文を後から発表しても二重投稿にはしないな

ど、分野の中でのルールメイキングのようなことも必

要なのかなと思います。 

 パネリストの八塚さん、バイオの方は、随分前から

データ共有が当たり前の世界になっていると思います

が、データ共有をドライブしていくような動きという

のは、これまでどのようなものがあったのでしょうか。 

 

●八塚 先ほど大波さんからデータ共有のメリットの
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話の中で、COVID-19 の情報共有の例が挙げられて、

私はそれを聞いてはっとしました。あまりにも当たり

前過ぎて、実例だという意識が全然なかったのです。

ということは、恐らくこれからつくられていくであろ

う研究データポリシーも、あって当たり前で、それが

素晴らしく世の中に貢献したといわれて「そうだった

っけ？」という世界になっていくのではないかと思っ

ています。 

 私もウイルスは専門ではないので分からないのです

が、恐らく COVID-19 の場合も、今までつくられてき

た研究コミュニティ内のデータ共有の文化にのっとっ

て研究が行われていると思います。もちろん皆さんス

ピード感を持って研究していると思いますし、専用の

リポジトリが幾つかできているのも知っていますが、

そのために大きく仕組みを変えたということではなく、

むしろ今まであったものが活用されたという認識をし

ています。 

 

●池内 バイオの世界ではもはや当たり前ということ

で、そのうち全分野で研究データポリシーが過去のも

のになるのかなという感触も受けました。人類未曾有

の危機である COVID-19 に関しては取り組みが大変な

速さで進んでいて、これはデータ共有の大変良い事例

として誰もが腹落ちするような先行事例ではないかと

思います。 

 会場からの質問がもう少しあるでしょうか。 

 

●林 一つ来ています。「どなたかに質問したら適切

か分からないのですが、研究データをオープンにして

も、論文がオープンアクセスではない場合、どのよう

に研究が行われたかの詳細が分からず、データの使い

道が絞られてしまうのではないかと思います。大手出

版社の有料購読アクセスに対して、オープンデータポ

リシーはどのように対応されるのでしょうか」。なか

なか悩ましい質問だと思いますが、いかがでしょうか。

山形さん、お願いします。 

 

●山形 私が直答で全部答えられる質問ではないので

すが、これまでの図書館の仕事とこれからの仕事をつ

ないでくださるような非常にいいご質問だと思ってい

ます。現場の図書館員の皆さんの多くは、研究データ

の話が急にではないですが降ってきて、これまでやっ

たことがないからどうしたらいいのだろうというモチ

ベーションで本日参加されているのではないかと思い

ます。まさにこのようなご質問のところで、私たち図

書館員が今まで管理してきた論文とデータが両輪なの

だということを強く感じます。諸外国ではゴールドオ

ープンアクセスなども結構強制力を持って進めていて、

そういう違いがここで出てきたのだと思います。 

 論文とセットのデータは、論文とセットで使う限り

にはその論文のエビデンスという意味合いが強いので

はないかと想像しますが、他方で、データの使い道は、

その論文に付随している一つの使い道だけではなく、

違う利活用の仕方もあると思います。そういった違う

利活用ができるのかどうか、クローズドの購読論文に

付随した場合にデータポリシーがどのような効力を持

つのかについて、八塚さんや、そのあたりに詳しい方

からコメントや事例紹介を頂けるといいのかなと思い

ます。すみません、お答えではなくコメントです。 

 

●八塚 質問の意味を十分に理解できていないのです

が、このデータポリシーというのは、ジャーナルの側

のデータポリシーという意味でしょうか。 

 

●林 大学からの質問ですから、大学のデータポリシ

ーなのかなと私は読んだのですけれども。 

 

●八塚 なるほど。ジャーナルのデータポリシーが要

求しているのは、ジャーナルがある条件を提示した上

で認めたリポジトリに必ずデータを置いてくださいと

いうことだと思います。（リポジトリに置かれた）デ

ータには必ずライセンスが付いているはずです。そう

いったライセンスを明示しないリポジトリやデータは、

そもそもジャーナルのデータポリシーに反するはずな
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ので、そのライセンス次第ということになると思いま

す。結局、利用者にとって意味があるのはライセンス

なのです。データポリシーはあくまでも、データを作

成した側、データを管理する側がどのようにライセン

スを付けていったらいいかという指針であり、利用者

にとって意味があるのはライセンスの方です。 

 

●山形 研究の現場にいないのでよく分からないので

すが、データに付いているポリシーと論文に付いてい

るポリシーが違ったり、論文に付いているライセンス

とそれとセットのデータに付いているライセンスが違

ったりすることはあるのですか。 

 

●八塚 あり得ると思います。例えば、論文自体は完

全なオープンアクセスになっていないけれども、デー

タはオープンアクセスになっているというものは結構

あります。というのは、論文に関するデータを置いて

いるリポジトリは必ずしもそのジャーナルが管理する

リポジトリとは限らず、研究コミュニティが運営して

いるリポジトリだったりするからです。ですから、デ

ータのライセンスは論文のライセンスとは全く別物と

考えていいと思います。たまたま同じ場合もあるでし

ょうけれども。 

 

●山形 なるほど。私がもしこの質問をした方だった

ら、そこの食い違いがあってもいいのか、その食い違

いをデータポリシーはどのように扱うのかというのが

混乱するところかなと思いました。 

 

●八塚 これは他の方にも伺ってみたいです。私の考

えでは、そこはデータポリシーの範囲外ではないかと

思います。もちろん異論はあるかもしれませんが、私

はそのように認識しています。 

 

●林 他の皆さんはいかがでしょうか。まさに今、対

話が繰り広げられているので、乗っかっていただける

とさらによいかと思います。 

 先ほどの議論ともかぶりますよね。結局、著作権や

所有権などを含めてライセンス周りの話に行き着くわ

けで、それを決める要素には幾つか観点があって、何

のルールが優先されるべきかという話に最後は落ち着

いていくと思います。このあたりは整理し切れていな

い部分があって、最終的には法制度の専門家も入れて

整理しなければならない話なので、本日は論点出しに

とどめさせていただきます。 

 もう一つ質問をご紹介します。「機関リポジトリ、

JPCOAR 等と研究データポリシーとの関係はどのよう

なものになっていくのでしょうか」。私の解釈では、

データポリシーを策定していく上で、JPCOAR として

データポリシー策定に役立てるような支援があり得る

のか、あるいはデータポリシーへのコミットをどうし

ていくかという方針やビジョンが何かありますかとい

う質問だと思いますが、これはぜひ安原さんにお答え

いただければと思います。 

 

●安原 JPCOAR には研究データ作業部会というもの

があり、この研究データ作業部会と AXIES-RDM 部会

とが連携し、2020 年度に国内機関における研究デー

タ管理の取り組み状況調査のアンケートを行いました。

各参加機関の状況を調査して、集計結果は 2020 年度

RDM 事 例 形 成 プ ロ ジ ェ ク ト 中 間 報 告 書

（https://jpcoar.repo.nii.ac.jp/records/2000003）に掲載し

ています。今年度末には、林先生や池内先生、そして

NISTEP の方々に分析協力を頂いて、NISTEP から報

告（日本の研究機関における研究データ管理（RDM）

の実践状況 https://doi.org/10.15108/stih.00287）を頂け

るような形です。 

 また、少しずれますが、JPCOAR も所属する、オー

プンアクセス支援のための国際連携組織である COAR

という団体があります。2021 年 2 月の第 3 回 SPARC 

Japan セミナーでご紹介しましたが、COAR がつくっ

たリポジトリの評価フレームワークを基に、各機関が

自機関の機関リポジトリは国際的に見てどういう機能

が足りていないのかということがチェックできるリス

https://jpcoar.repo.nii.ac.jp/records/2000003
https://doi.org/10.15108/stih.00287
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トを JPCOAR で作成しました。今年に入ってそのチ

ェックリストを関係機関の方々に実際に使っていただ

き、機関リポジトリ／データリポジトリの運用実態に

関するアンケート調査を行いました。この調査の結果

についても今年度中に中間報告をして、来年度にはさ

らなる分析結果を報告できると思います。 

 また、COAR のフレームワークの抽象的な点や分か

りづらい点、改善点を、日本から意見を言う形でまと

めて COAR の方に報告し、COAR のフレームワーク

の改善につなげていきたいと考えています。 

 

●池内 今回の SPARC セミナーの狙いもそうなので

すけれども、先進的な取り組みをしているところがど

のように取り組んでいるか、どこが大変なのかという

点は、今から取り組む大学や研究機関にとっては非常

に参考になると思います。それを取りまとめて発表し

てくださることは本当に意義があると思いました。 

 ここまでのお話を聞いて、電気通信大学の上野さん、

まさにデータポリシーの策定に携わっている立場から

コメントがありましたらお願いできますか。 

 

●上野 先ほどは少し本学の体制などをお話ししたの

ですが、実は前段があります。ある先生が論文投稿を

する際に、Agora という図書館のセンシングデータを

使って研究したのですが、そのデータを公開してほし

いという要請が査読の段階からあり、どうしたらいい

のだろうという問い合わせがありました。また、学内

で研究している中で、COVID-19 に関わるデータを探

しているのだけれども図書館の方で見たりしていない

かという問い合わせもありました。そのように、先生

方がデータを管理したり、オープンになっているデー

タを探したりする現場にたまたま付き合う機会が何度

かあり、それを踏まえて本学としては、本日、田野学

長がお話ししたような大方針も踏まえながら、どうい

う形でポリシーを定めていくのがいいのかということ

を考えています。 

 図書館は図書館、先生は先生という乖離がある状態

のままだと、なかなか思うような成果は出ないと思う

ので、可能な限り、先生方が研究の中でどういう課題

に突き当たっているのか、そこに対して図書館は何が

できるのかというスタンスで話をして、先生方との関

係を持ちながら、それをどうフィードバックしてポリ

シーをつくるのか、どうシステムを整備するのか、大

学のミッションと乖離がないのかということを整理し

ていく必要があると思っています。 

 

●池内 その部分はなかなか図書館が踏み込めなかっ

たというか、しなくてはと思いつつも積極的に関わり

づらかった部分かと思いますが、データをきっかけに

支援できることが出てきたのかとも考えます。 

 本日の司会の矢吹さんは研究支援をする URA の立

場で大学にお勤めですが、矢吹さんからはいかがでし

ょうか。 

 

●矢吹 実は私は、この問題の割とそもそも論のとこ

ろで毎回つまずくのです。というのは、まさに研究者

は政策的に迫られて、やむにやまれずデータをどうに

かしなければいけないという状態になっていて、本日

の田野学長のお話にもあったように、もっと前向きに

取り組んでいくべきということも十分に分かる一方で、

フルオープンにしろという誤解があってややこしくな

っていて、「そんなものオープンにできるか」という

反発を受けるということは私自身も経験しています。

フルオープンにする必要はないと説明するのですが、

しばらくするとまた忘れて「全部オープンにしろとい

う意味か」と言われる状況に毎度陥るのです。 

 政策的にはオープンにするということ自体は前面に

出ているはずなのですが、本日の最初の三宅室長のお

話を伺って思っていたのは、昨今騒がしい経済安全保

障というキーワードも出てくるし、研究インテグリテ

ィの問題もかなりクローズアップされている状況でこ

の研究データの問題に取り組まなければいけないとい

うことです。経済安全保障と研究インテグリティの話

は、研究者を守るという側面がある一方で、情報を適
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切に管理するときに、ある意味ではクローズにすると

いう側面が色濃く出ることがあり、この辺で政策的に

かなり齟齬を来しているような気がします。そうなる

と、データ管理の政策に対して、本気で誰かが最後ま

で責任を持って進める気でいるのだろうかという、言

ってしまえば不信が生じる瞬間があると思っています。

先生方には「こういう状況になっているので、もっと

オープンにした方がいいですよ」と言ってみるものの、

やはり無責任に言っているなという後ろめたさも感じ

ています。 

 これは最終的には各大学や研究者、研究コミュニテ

ィの問題なのだと政策サイドからバサッと切られてし

まうのではないのかと正直思っていますし、実態とし

ては実はそうなのかもしれないという気もします。そ

の辺でどうすればいいのかという悩みを持って本日は

勉強させていただきました。 

 

●池内 今のコメントに対して、三宅室長、いかがで

しょうか。 

 

●三宅 元々、研究データ管理においても、当然オー

プンにしてはいけない情報はあるわけです。例えば個

人情報や、海外であれば EU 一般データ保護規則

（GDPR）の関係で非常に管理が難しいものがありま

す。それ以外にも、例えば権利関係で、特許を取ろう

と考えているのであれば最初はオープンにするべきで

はなく、あるタイミングからオープンにするという情

報もあります。また、経済安全保障の話でも、データ

の管理は当然求められています。ですから、私が強調

したいのは、オープンにすることが是ではなくて、し

っかりと管理することが大事だということです。 

 当然、研究の在り方の変容、DX 化という観点であ

れば、オープンにされたデータをうまく活用していこ

うという話があります。しかし、その手前の根本のと

ころを考えると、出してはいけないデータはきちんと

出さないようにしているということも含めてしっかり

と管理することこそが、研究の進捗の上でも意味があ

りますし、説明責任を果たしていく上でも重要です。

まずはそういう大前提があった上での話だということ

をうまくお伝えできればと思っています。 

 多分、こういった問題は昔からずっと繰り返されて

いるのだと思います。情報技術が発展した中で、特に

データの利活用が生まれたからこそクローズアップさ

れているのですが、実は前からいわれてきたことを改

めて整理しているのだと思います。そこをしっかりと

具体化することが、研究者の研究能力の向上にもなる

し、研究者自身を守ることにもなるということをきち

んとご理解いただけるよう、説明を尽くしていくこと

が大事だと思っています。 

 

●池内 研究データの管理という言葉の意味が今のコ

メントでだいぶ深まったように思います。そして、田

野学長が電気通信大学でされていること、しようとし

ていることは、本当の意味でのデータの管理なのだと

も思ったところです。ありがとうございました。 

 話は尽きませんが、お時間となりましたので、総合

討論第 2 部を終了いたします。どうもありがとうござ

いました。 
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